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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第99期 第100期 第101期 第102期 第103期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 (百万円) 20,096 22,677 25,889 28,209 28,443

経常利益 (百万円) 1,917 2,124 3,202 3,651 3,773

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 1,614 1,672 2,370 2,845 3,220

包括利益 (百万円) 1,741 2,025 3,196 2,030 4,942

純資産額 (百万円) 19,712 21,514 23,851 23,874 27,944

総資産額 (百万円) 24,745 28,256 32,419 33,761 38,732

１株当たり純資産額 (円) 367.87 399.42 443.65 464.45 543.88

１株当たり
当期純利益金額

(円) 30.06 31.15 44.13 53.70 62.77

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― － － － －

自己資本比率 (％) 79.8 75.9 73.5 70.6 72.0

自己資本利益率 (％) 8.47 8.12 10.47 11.94 12.45

株価収益率 (倍) 8.38 8.27 11.30 9.66 10.15

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 555 579 942 3,323 3,213

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △476 △169 △517 △1,546 △1,738

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △275 633 △69 △376 △962

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 3,801 4,875 5,274 6,644 7,243

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
270 214 234 241 254
(30) (25) (21) (23) (20)

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　キャッシュ・フローの△は、現金及び現金同等物の純支出を示しております。

３　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を第102期の期首から適用しており、第101期に係る主要な経営指標等について

は、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。なお、2022年改正会計基準については

第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用し、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第28号 2022年10月28日）については第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いを

適用しております。この結果、第102期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用し

た後の指標等となっております。

４　2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。そのため第99期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産及び１株当たり当期純利益金額、株価収益率を算定

しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第99期 第100期 第101期 第102期 第103期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 (百万円) 13,263 14,340 15,947 16,198 15,971

経常利益 (百万円) 1,634 1,604 2,579 2,377 2,441

当期純利益 (百万円) 1,473 1,271 1,837 1,797 2,146

資本金 (百万円) 1,524 1,524 1,524 1,524 1,524

発行済株式総数 (株) 29,748,200 29,748,200 29,748,200 25,718,700 51,437,400

純資産額 (百万円) 17,981 19,306 21,081 20,041 22,688

総資産額 (百万円) 20,823 22,473 25,034 25,259 28,233

１株当たり純資産額 (円) 334.83 359.50 392.56 390.65 442.28

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
13.00 17.00 32.00 34.00 25.50

(―) (―) (15.00) (15.00) (15.00)

１株当たり当期純利益
金額

(円) 27.44 23.68 34.22 33.92 41.85

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― － － － －

自己資本比率 (％) 86.4 85.9 84.2 79.3 80.4

自己資本利益率 (％) 8.48 6.82 9.10 8.74 10.05

株価収益率 (倍) 9.19 10.88 14.57 15.30 15.22

配当性向 (％) 23.69 35.90 46.76 50.12 43.01

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
59 54 57 59 70
(15) (12) (13) (15) (13)

株主総利回り
(比較指標：配当込み
TOPIX)

(％) 92.0 97.0 188.4 201.8 250.2

(％) (102.0) (107.9) (152.5) (150.2) (202.2)

最高株価 (円) 585 562 1,296 1,085
678

(1,242)

最低株価 (円) 500 444 487 975
592

(1,000)
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　第99期１株当たり配当額には、合併20周年記念配当２円を含んでおります。

３　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を第102期の期首から適用しており、第101期に係る主要な経営指標等について

は、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。なお、2022年改正会計基準については

第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用しております。この結果、第102期以降に係る主要な

経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

４　2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を実施しております。第99期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。ま

た、株主総利回りについては、当該株式分割による影響を考慮して算定しております。なお、発行済株式総

数、１株当たり配当額、配当性向につきましては、当該株式分割前の内容を記載しております。

５　最高株価及び最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所市場第二部におけるものであり、2022年４

月４日以降は東京証券取引所スタンダード市場におけるものであります。なお、第103期の株価については

株式分割後の最高株価及び最低株価を記載しており、株式分割前の最高株価及び最低株価を括弧内に記載し

ております。
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６　第103期の１株当たり配当額25.50円は、１株当たり中間配当額15.00円と１株当たり期末配当額10.50円の合

計額であります。2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を実施したことに伴

い、１株当たり中間配当額15.00円は株式分割前、１株当たり期末配当額10.50円は株式分割後の金額となっ

ております。従って、当該株式分割を踏まえて換算した場合、１株当たり中間配当額15.00円は7.50円に相

当するため、１株当たり期末配当額10.50円を加えた第103期の１株当たり配当額は18.00円となります。
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２ 【沿革】

1949年７月 資本金15,000千円にて、輸入粗糖を原料とする精製糖製造、販売を目的として、横浜市

保土ヶ谷区川辺町１番地に設立。

1949年10月 日産能力50屯にて操業開始。

1951年９月 販売総代理店協立食品株式会社(2024年10月１日付でフジ日本商事株式会社に商号変更)

を設立(現・連結子会社)。

1953年２月 本社を東京都中央区日本橋茅場町一丁目６番地に移転。

1954年７月 株式を東京店頭市場に公開。

1955年１月 フジ製糖株式会社と共同出資により、マ・マーマカロニ株式会社を設立(現・持分法適

用関連会社)。

1961年10月 株式を東京証券取引所市場第２部に上場。

1964年10月 輸入粗糖の自由化に伴い、販売代理店を協立食品株式会社より、日商岩井株式会社及び

ニチメン株式会社（現・双日株式会社)、野崎産業株式会社、兼松株式会社に移し、

販売体制を充実。

1974年９月 地下１階地上８階建の本社ビル竣工。

1987年９月 新規事業展開のためTibaldi Small Goods (Australasia) Pty., Ltd.及び日本ティバル

ディ株式会社を設立。

1988年２月 決算期を11月30日から３月31日に変更。

2001年６月 塩水港精糖株式会社及び東洋精糖株式会社と業務提携し、両社の共同生産会社である

太平洋製糖株式会社に出資(現・持分法適用関連会社)。

2001年９月 横浜工場における精製糖の生産中止。

2001年10月 フジ製糖株式会社と合併し、資本金を1,524,460千円に増資、商号をフジ日本精糖株式

会社に変更。

2001年10月 太平洋製糖株式会社において精製糖の共同生産開始。

2004年３月 清水工場における精製糖（液糖を除く）の生産停止。

2005年10月 Tibaldi Small Goods (Australasia) Pty., Ltd.の株式を売却。

2006年３月 日本ティバルディ株式会社を清算。

2008年５月 ユニテックフーズ株式会社の株式を取得（現・連結子会社）。

2012年６月 Bangkok Inter Food Co.,Ltd.及びThai Fermentation Industry Co.,Ltd.との共同出

資により、Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.を設立（現・連結子会社）。

2016年２月 DAY PLUS（THAILAND）Co.,Ltd.の株式を追加取得し子会社化。

2016年12月 Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.の株式を追加取得し完全子会社化。

2020年９月 本社を東京都中央区日本橋兜町６番７号に移転。

2021年９月 株式会社Tastableを設立（現・連結子会社）。

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより市場第二部からスタンダード市場へ移行。

2022年12月 DAY PLUS（THAILAND）Co.,Ltd.の株式を一部売却（現・持分法適用関連会社）。

2023年５月 上海唯霓食品有限公司を設立（現・持分法適用関連会社）。

2024年９月 FUJI NIHON (Thailand) Co.,Ltd.の株式を追加取得し完全子会社化（現・連結子会

社）。

2024年10月 会社の商号をフジ日本精糖株式会社からフジ日本株式会社に変更。

2025年３月 FUJI NIHON (Thailand) Co.,Ltd.に増資。

2025年３月 Thai Wah Fuji Nihon Company Ltd.の議決権比率49％の株式を取得(現・持分法適用関

連会社)。また、同社の子会社であるThai Nam Tapioca Co.,Ltd.を持分法適用関連会

社化(現・持分法適用関連会社)。

2026年１月 2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式を分割。
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３ 【事業の内容】

　当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、連結子会社６社、関連会社７社によって構成されておりま

す。当社グループは、糖類、機能性素材、不動産に関する事業を展開しております。

　当社グループの事業内容及び各事業における当社グループ各社の位置付けは以下のとおりであります。

　なお、当連結会計年度の期首より事業名称を従来の「精糖」から、「糖類」に変更しております。当該変更は名

称変更のみであり、セグメント情報に与える影響はありません。

　また、2025年４月１日付で組織変更を実施し、経営管理区分を変更いたしました。詳細は、「第５ 経理の状況

１ 連結財務諸表等（1）連結財務諸表注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

　(1)糖類

　当社は精製糖、砂糖関連製品の製造販売を行っております。また、関連会社である南栄糖業株式会社は鹿児島県

で粗糖の生産を行っており、当社はその一部を購入しております。また、関連会社である太平洋製糖株式会社は、

当社を含む同業他社から委託を受け、精製糖の製造を行っております。

　なお、連結子会社であるフジ日本商事株式会社は、当社が製造した精製糖、液糖及び糖蜜の販売並びに国産原料

糖の仕入を行っております。

(2)機能性素材

①食品添加物事業

　当社は、食品添加物の製造加工、販売を行っております。

②機能性食品事業

　当社及び連結子会社であるFuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.は、機能性食品素材「イヌリン」の製造販売を

行っております。

　当社及び連結子会社であるフジ日本商事株式会社は果汁、香料等各種機能性食品素材の仕入販売を行っておりま

す。

　連結子会社であるユニテックフーズ株式会社においては、「ペクチン」「ゼラチン」等の天然添加物素材の仕入

販売を行っており、韓国の連結子会社であるUNITEC FOODS KOREA Co.,Ltd.は機能性食品のブレンド製造販売を

行っております。また、連結子会社である株式会社Tastableは、プラントベーストミートの製造販売を行っており

ます。また、関連会社である上海唯霓食品有限公司は、機能性食品の製造販売を行っております。

(3)不動産

　当社が所有する土地建物の賃貸及びその他不動産関連事業を行っております。

　(4)その他

　報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、当社は切花活力剤「キープ・フラワー」の製造販売を行っ

ております。
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　以上に説明した事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容
(注１)

議決権の
所有
(被所有)
割合(％)
(注２)

関係内容

 

(連結子会社)      

フジ日本商事株式会社
(注３)

東京都
中央区

20
糖類
機能性素材

(所有)
100.0

当社より精製糖製品及び機能性商
品を販売しております。
役員の兼任…１名
従業員の出向…１名

ユニテックフーズ株式会社
(注３，５)

東京都
中央区

300 機能性素材
(所有)
100.0

当社より機能性商品を販売してお
ります。
当社より事務所の賃借を受けてお
ります。
役員の兼任…１名

Fuji Nihon Thai Inulin
Co.,Ltd.
(注３)

タイ国
バンコク都

千バーツ
370,000

機能性素材
(所有)
100.0

当社へ機能性製品の販売を行って
おります。当社から補助材料を仕
入れております。
なお、金融機関からの借入に対し
当社が債務保証を行っておりま
す。
従業員の出向…３名

FUJI NIHON (Thailand)
Co.,Ltd.
(注３)

タイ国
バンコク都

千バーツ
402,000

機能性素材
(所有)
    
100.0

当社へ機能性商品の販売を行って
おります。
当社より資金援助を受けておりま
す。また、金融機関からの借入に
対し当社が債務保証を行っており
ます。
従業員の出向…１名

UNITEC FOODS KOREA
Co.,Ltd.

大韓民国
慶尚南道

千ウォン
300,000

機能性素材

(所有)
   100.0
 (100.0)

 

ユニテックフーズ株式会社の完全
子会社であります。

株式会社Tastable

(注３)

東京都

中央区
260 機能性素材

(所有)

70.0

(70.0)

ユニテックフーズ株式会社が70％
保有する子会社であります。

(持分法適用関連会社)

マ・マーマカロニ株式会社

栃木県
宇都宮市

350
（マカロ
ニ、スパゲ
ティ製造）

(所有)

28.3

(0.2)

 

当社より土地を賃借しておりま
す。

太平洋製糖株式会社
神奈川県
横浜市
鶴見区

1,950 糖類
(所有)
33.3

当社の精製糖製品の一部を製造し
ております。なお、金融機関から
の借入に対し当社が債務保証を
行っております。また、当社より
資金援助を受けております。
役員の兼任…３名
従業員の出向…１名

南栄糖業株式会社
鹿児島県
大島郡

98 糖類
(所有)
23.3

当社向け国産原料糖を一部製造し
ております。
役員の兼任…１名

DAY PLUS (THAILAND)
Co.,Ltd.
 

タイ国
アユタヤ県

千バーツ
180,000

（パン製造
販売）

(所有)
49.0

金融機関からの借入に対し当社が
債務保証を行っております。
役員の兼任…１名
従業員の出向…１名
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名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容
(注１)

議決権の
所有
(被所有)
割合(％)
(注２)

関係内容

上海唯霓食品有限公司
中華人民
共和国
上海市

千元
1,200

機能性素材
(所有)
50.0
(50.0)

ユニテックフーズ株式会社が保有
する関連会社であります。

Thai Wah Fuji Nihon
Company Ltd.

タイ国
バンコク都

千バーツ
854,844

糖類
(所有)
49.0
(49.0)

FUJI NIHON (Thailand)社が出資
する関連会社であります。
役員の兼任…１名

Thai Nam Tapioca Co.,Ltd.
タイ国
バンコク都

千バーツ
478,594

糖類
(所有)
34.3
(34.3)

Thai Wah Fuji Nihon Company
Ltd.社が保有する関連会社であり
ます。

(その他の関係会社)      

双日株式会社(注４)
東京都
千代田区

160,339
総合商社
 

(被所有)
33.4
(1.7)

当社の機能性食品の一部を販売し
ております。

 

 
(注) １　「主要な事業の内容」は、DAY PLUS (THAILAND) Co.,Ltd.、マ・マーマカロニ株式会社及び双日株式会社を

除き、セグメントの名称を記載しております。

２　「議決権の所有(被所有)割合」の(　)内は、間接所有(被所有)割合で内数であります。

３　特定子会社に該当します。

４　有価証券報告書を提出しております。

５　ユニテックフーズ株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　①売上高　　　　　　　　　     10,460百万円

　　　　　　　　　　②経常利益　　　　　　　　 　   1,057百万円

　　　　　　　　　　③当期純利益　　　　　　　 　     797百万円

　　　　　　　　　　④純資産額　　　　　　　        3,473百万円

　　　　　　　　　　⑤総資産額　　　　　　　        6,441百万円
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営の基本方針

　当社グループは、「私たちは、『夢のあるたくましい会社』を目指し、健康な生活づくりに貢献します。」とい

う企業理念のもと、株主、取引先、従業員の満足度を高め、食文化による豊かな生活づくりを通じて社会に貢献

し、会社の価値を高めることを基本方針としております。

　また、社会での当社役割を考え「食を科学し世界をパワフルに！」というパーパスを制定し、持続可能な生物資

源から当社ならではのフードサイエンス技術による新たな価値創造を通じ、世界の人々をパワフルに、元気にする

ことを目指しております。

　このパーパス実現に向けて、2040年までの長期ビジョン「NEXT VISION 2040」を策定し、精糖メーカーとしての

長い歴史を大切にするとともに、フードサイエンスカンパニーへと飛躍を遂げていく所存であります。

 
(2) 中長期的な経営戦略

　長期ビジョンを達成するため、５ヶ年×３回転の中期経営計画を策定し取り組んでまいります。第１期に当たる

今中期経営計画「CHANGE 2028」は、“攻めへの転換”をスローガンとし、以下５つの重点テーマを軸に2024年度よ

りスタートしております。

 

 
　(3) 目標とする経営指標

　　　当社グループは、グループ全体の成長を示す経営指標として「経常利益」に重点を置いております。また、経営

の効率性を図る指標として「株主資本利益率（ROE）」、株主還元の指標として「株主資本配当率（DOE）」、財務

の安定性を図る指標として「負債資本倍率（D/Eレシオ）」を重視しております。
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(4) 経営環境、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　今後のわが国の経済は、米国の政権交代に伴う政策による不安定な経済環境のなか、人口減少による市場規模の

縮小、少子高齢化による労働力不足、業態を超えた販売競争のほか、エネルギー価格や原材料価格の高止まりに加

え、長引く円安など依然として厳しい経営環境が続くものと思われます。

　当社グループは、このような経営環境に対応するため、５ヶ年の中期経営計画「CHANGE 2028」をスタートし、実

績は順調に推移しております。

①糖類

　糖類事業につきましては、インバウンド需要による菓子関係や外食関係が引き続き好調に推移する傾向にありま

す。一方で加糖調製品や他甘味料の浸食、少子高齢化などによる砂糖の消費減少傾向は続いております。当社グ

ループは、引き続き営業体制強化を図り、品質管理を徹底して製品の安定供給に取り組むことで顧客満足度を高

め、堅実で安定した原材料仕入れを図りながら更なるコスト削減に努めてまいります。

②機能性素材

　機能性素材事業につきましては、機能性食品素材イヌリンの国内販売において、肌機能を含めた新たな機能性に

よる既存顧客の深耕及び新規顧客獲得による販売数量拡大、新製品（液状品など）、付加価値製品の試作、製品化

を図ってまいります。海外販売においては、東南アジアでの商圏回復を目指すとともに、各国環境規制への適合に

向けた対応の実行、生産設備拡張による増産体制の確立を図ってまいります。連結子会社ユニテックフーズ株式会

社では、ペクチンをはじめとする既存の増粘多糖類の拡販をし、長年蓄積してきた技術力を活かして、ODM事業な

ど、新たな付加価値の提供を目指してまいります。

③不動産

　不動産事業につきましては、引き続き、自社所有賃貸物件の維持管理による安定収益の確保に努めてまいりま

す。

 
　また、新たに参入したキャッサバでん粉製造販売事業及びその周辺事業においては、パートナーのタイ国上場企

業であるThai Wah Public Company Ltd.と連携して、付加価値商品の開発と販売を通じ、企業価値向上を目指して

まいります。

 以上のとおり、当社は各事業における収益力の一層の向上を図り、安定した収益体制を構築しながら、将来の中

核となる新規事業、新製品を開発する投資やM&Aを実行し、海外事業を積極的に展開することで企業の活力を高める

ように努める所存であります。
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＜対処すべき事業上及び財務上の課題＞　

　今後の課題につきましては、これまで当社グループが直面してきた原材料の高騰、エネルギーや人件費、物流費

などコスト上昇に加え、ウクライナ情勢の長期化や中東地域における紛争の激化により、これまで以上に事業環境

変化に対する柔軟かつ迅速な対応が重要であると認識しております。　

　当社グループは、不透明な将来に対し、盤石な財務基盤を維持しつつ、採算性の低い保有資産の売却、金融機関

からの資金調達を行い、十分な運転資金を確保しつつ、成長分野への投資を図ってまいります。　

　このような状況下、糖類事業の販売数量減少に歯止めをかけ、新たに参入したタピオカ周辺事業等を含む非砂糖

分野の拡大を目指してまいります。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組みは、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（1）ガバナンス

当社グループはサステナビリティ経営の実践において中心的な役割を担う「サステナビリティ委員会」を設置し

ております。責任者は代表取締役社長とし、組織横断的にメンバーを構成することで、全社的な活動の推進、啓

蒙・教育、各事業部での取組みの運用状況のモニタリング等を行っております。

なお、活動内容については、適宜取締役会に報告することで、機動的な運用とその監視体制を構築しておりま

す。また、必要に応じてステークホルダーの皆様との双方向コミュニケーションも取り入れながら、実効性の高い

取組みを進めてまいります。

 
(サステナビリティ推進体制図)

 

 

（2）戦略

当社グループは事業リスクの低減と持続可能な経営を目指し、「予測される気候変動のリスクを緩和し事業機会

を獲得する」、「人間尊重を基本とした企業文化の形成」、及び「実効性のある高いレベルのコーポレートガバナ

ンス」を中期経営計画においてESG戦略の重要課題としております。サステナビリティ経営の取組実績としまして、

さとうきび由来の再生可能エネルギーを活用すべく、日本自然エネルギー㈱が発行する「グリーン電力証書」を取

得し、当社の東京本社及び清水工場にて電力会社から購入する年間購入電力量の全量を「グリーン電力」に変換し

ております。さらには、昨今、企業活動の環境に対する影響がクローズアップされる中、国際非営利団体であるCDP

(Carbon Disclosure Project)が運営する中小企業版の質問書に回答し、気候変動分野で最高ランクに相当する

「B」評価を取得する結果となりました。今後も、サステナビリティ経営の取組みについて、適宜情報開示の充実に

努めてまいります。

当社グループは人材の多様性確保を含め、以下のとおり方針を掲げております。

＜人材育成方針及び社内環境整備に関する方針＞

当社グループの競争力の源泉は「人材」であり、人材の「材」は「財」であるという認識のもと、人材育成を

行ってまいります。それに対応できる社内環境整備として、多様な人材が意欲をもって活躍する活力のある組織の

構築を推進していくとともに、優秀な人材を確保するための環境を整備しております。会社の発展と共に社員が成

長する企業文化の形成を目指し、持続的成長に不可欠な次世代人材の輩出のため、以下のテーマを掲げ、取り組ん

でまいります。
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その取組み内容は以下のとおりであります。

１ 組織改革

・経営戦略に沿った組織構築

・バランスの取れた人員構成の実現

・適材適所の人員配置

　２ 人的資本経営

・女性管理職比率の向上

・従業員エンゲージメントの向上

・積極的なグローバル人材育成

３ グループ経営推進

・経営プラットフォームの確立による経営合理化

・グループ経営人材の育成

・グループ会社の最適資本政策

４ DX推進

・ITシステムの再構築

・デジタル人材の育成

・業務環境のオンライン化

 
（3）リスク管理

リスク及び機会については、各事業組織・グループ会社ごとにステークホルダーとの対話を通じてサステナビリ

ティ関連の情報等を収集し、当社グループ各事業への影響の有無の識別・影響度の評価を行っております。事業組

織ごとに識別評価された個別のリスク及び機会は、組織横断的に選抜されたサステナビリティ委員を介してサステ

ナビリティ委員会に集約され、当委員会で分析・協議後、事業影響度の大きいものについては取締役会に付議し、

取締役会承認を得て、事業方針及び経営計画に盛り込むこととしております。

 
（4）指標及び目標

　当社グループでは、上記「（２）戦略」において記載した、「予測される気候変動のリスクを緩和し事業機会を

獲得する」、「人間尊重を基本とした企業文化の形成」、及び「実効性のある高いレベルのコーポレートガバナン

ス」について、次の指標を用いております。当該指標に関する目標は、次のとおりであります。

テーマ 主な取組み 目標

温室効果ガスの排出量削減

（SCOPE１+２）

グリーン電力の活用継続

太陽光発電パネルの設置

増産を考慮した目標設定を第１

次中計の中で行う

サステナビリティ関連事業投資 アップサイクル事業への投資 事業投資１件

ダイバーシティ＆インクルージョン 多様な社員と働き方
2028年に女性管理職比率20％

(連結)

健康経営 有給休暇の取得推進
有給休暇取得率70％

（取得日数÷支給日数）

人的資本投資

福利厚生費・研修費などの人的投資増加
給与総額の４％

（福利厚生費＋研修費）

働き方改革による従業員満足度向上
従業員エンゲージメント調査の

実施と活用

コンプライアンスの徹底 コンプライアンス研修の実施と参加 受講率100％維持

透明性の高い企業統治

社外取締役の役割強化 社外取締役比率50％

取締役会の機能強化
取締役会の実効性評価

年１回以上
 

（注）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異についての実

績は、「第４ 提出会社の状況 ５ 従業員の状況 (4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児

休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異」に記載のとおりであります。

３ 【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには次のようなものがあります。
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　なお、文中における将来に関する事項は、原則として当連結会計年度末現在において当社グループが判断したも

のであります。

（1）農業制度の影響

　当社グループの主力の糖類事業は、「砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律」など法令に基づいて事業を行っ

ており、政府の国内農業政策の変更や各国の貿易政策の変更により業績に影響を与える可能性があります。

　当社グループでは、業界団体に加盟することにより、必要な情報を的確に収集するとともに、法令制度などの理

解力向上及び情報共有のための勉強会を定期的に社内で行っております。

（2）国内市場での消費環境の変化

　当社グループは、国内で食料品の製造販売を中心に事業活動をしております。日本国内における少子高齢化の進

行、食への志向の変化に伴う消費者の購買行動の変化など、国内市場が想定外の規模で変化した場合、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。

（3）新型感染症等の異常事態

　当社グループは、タイ国を含む複数の事業拠点、生産拠点等で事業運営をしているため、感染症の拡大により事

業運営に支障が生じた場合、当社グループの財政状態や経営成績に大きな影響を与える可能性があります。

　当社グループは、事業復旧の早期化を図るため、テレワーク勤務環境の整備、事業運営機能の分散化、多様化を

推進しております。

　また有事の際にはテレワーク勤務、時差出勤など、危機管理委員会の指示によるBCP策定や事業リスクの最小化に

向けた施策を実行しております。

（4）生産拠点の集約

　当社の精製糖生産は、他の精製糖製造会社に生産委託しており、生産委託先において、技術的もしくは規制上の

問題、または火災等の人災及び地震等の自然災害により、操業停止等の混乱が発生した場合、当該製品の供給が停

止し、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　当社は、主要な生産委託先に取締役を兼任させており、定期的に工場の稼働状況や人事関係、設備の更新状況な

どの運営上の重要な事項の報告を受けております。

（5）製造物責任

　製品の研究、開発、製造及び販売につきまして、潜在的な製造物責任を負う可能性があります。当社グループ

は、賠償責任保険に加入しておりますが、これらの保険の補償範囲を超えた請求が認められた場合、業績に影響を

与える可能性があります。

（6）原糖価格の変動

　糖類事業においては、原料糖の仕入の大半を海外からの輸入によりまかなっております。そのため、原糖市況、

海上運賃、為替相場、エタノールの需要等の影響により、原料糖仕入価格が変動し、業績に対して影響を与える可

能性があります。

（7）株式相場の変動

　当社グループは、当連結会計年度末で時価のあるその他有価証券を7,202百万円保有しており、株式相場の変動

が、業績に対して影響を与える可能性があります。

　当社グループでは、リスク管理基本方針を策定し、その運用状況についての報告を実行する体制を構築してリス

クの低減を図っております。

（8）「固定資産の減損に係る会計基準」の適用

　当社グループは、2006年３月期より「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。地価下落及び各事

業の収益悪化によって減損損失が発生し、業績に対して影響を与える可能性があります。

（9）在庫の評価　

　異常気象や天候不順、海外の法改正を含めたマーケットの急激な環境変化等により、急激な需要の変動があった

場合、在庫が滞留し、当社グループの財政状態や経営成績等に影響を与える可能性があります。

　当社グループでは、海外を含めマーケット環境を考慮したマーチャンダイジング、仕入先との連携強化による生

産リードタイムの短縮等の対策を推進しております。

 
 
（10）海外事業の展開

　　海外での事業活動は、為替変動リスクに加え、予期せぬ法律や規制の変更、政治や経済の情勢悪化等のカント

リーリスクが潜在しており、それらが顕在化した場合、業績に対して影響を与える可能性があります。

当社グループでは、海外現地法人を設立し、その海外拠点と連携強化を図り、生産管理・販売等を行うこと
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により、リスクの最小化に努めております。また、為替の変動リスクを低減するために為替予約によるヘッジを

行っております。

（11）ITセキュリティ及び情報管理

　　当社グループは、業務上で各種ITシステムを利用しているため、システムの不備やコンピュータウイルスなど

の外的要因により、業務が停滞する可能性があります。また、個人情報を含め多くの情報を保有しており、不測

の事故等によりその情報が社外に流出し、社会的信用の低下等が発生した場合、業績に対して影響を与える可能

性があります。

　　当社グループでは、データのバックアップ、システムのクラウド化を含め、不測の事態による事業停止からの

早期復旧に関して対策を講じております。

（12）人材の確保・育成

　　当社グループの継続的な成長は、各事業における優秀な人材を確保・育成していくことが重要であります。　

　　しかしながら、雇用環境の多角化が急速に進むなかで、有能な人材の流出防止や新たな人材の確保・育成がで

きない場合、業績に対して影響を与える可能性があります。

　　当社グループでは、人事制度改革を進め、職務の専門性向上、若手人材の登用活性化、働き方の多様性拡大な

ど、全体として生産性の高いスマートな組織となることを目指します。

 
 

４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要、生産、受注及び販売の状況並びに経営者の

視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

① 財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善を背景に、緩やかな回復基調で推移しました。

一方で、物価上昇や為替変動の影響を受け、生活コストの高止まりが続きました。また、ウクライナ情勢の長期化

や中東地域における紛争の激化により、原油価格が上昇するなど資源・エネルギー価格を巡る不透明感が高まって

おり、経済の先行きについては引き続き不透明感が意識される状況となっております。

このような環境下、当社グループでは、2024年４月に中期経営計画「CHANGE 2028」を策定し、１．東南アジアで

の事業拡大、２．フードサイエンス領域の事業創出、３．M&Aを軸とした成長投資、４．ビジョン実現に向けた強い

組織づくり、５．IRの強化と株主還元の５つの重点テーマで策定した計画を推進し、実績は堅調に推移しておりま

す。

　当連結会計年度の業績は、売上高28,443百万円（前年同期比0.8％増）、営業利益3,554百万円（同9.9％増）、経

常利益3,773百万円（同3.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は3,220百万円（同13.2％増）の増収増益とな

りました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。なお、当社は、2025年４月１日付で組織変更を実施し経営管理区分

を変更いたしました。これに伴い当連結会計年度より、従来「その他」に含まれていたFUJI NIHON(Thailand)

Co.,Ltd.の営む事業等を「機能性素材事業」セグメントに移管しております。また、当連結会計年度よりセグメン

ト名称を従来の「精糖事業」から、「糖類事業」に変更しております。

セグメントごとの比較情報については、上記セグメント変更後の報告セグメントの区分に組み替えた数値で比較し

ております。報告セグメントの詳細につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（1）連結財務諸

表　注記事項（セグメント情報等）１ 報告セグメントの概要」に記載のとおりであります。

EDINET提出書類

フジ日本株式会社(E00360)

有価証券報告書

 16/117



 

（糖類事業）

海外原糖市況は、期初に¢18.89（１ポンド当たり）で始まり、ブラジルにおける乾燥懸念を背景に一時¢19.63

まで上昇しました。その後、貿易摩擦への懸念や世界的な供給増加観測を受け、下落基調に転じ、６月末には¢

15.48を付けました。以降も軟調に推移する中、ブラジル中南部の天候不順を背景に一時的に持ち直しましたが、イ

ンドおよびタイの生産回復見通しや原油安を受けて再び下落し、¢15前後で推移しました。年明け以降もインドや

タイの生産増加見通しを受けて上値の重い展開が続き、一時¢13台まで下落する場面も見られました。中東情勢の

緊張を背景とした原油価格の上昇や投機筋の売りポジション解消の動きから相場は一時¢16近くまで上昇したもの

の、ブラジルにおける砂糖生産増加の影響により上値は限定的となり、¢15.52で当会計年度末を迎えました。

一方、国内製品市況は、期初東京現物相場（日本経済新聞掲載）249円～251円（上白大袋１キログラム当たり）

で始まり、11月26日に241円～243円（上白大袋１キログラム当たり、小袋は対象外）と約7年ぶりの値下げ改定とな

りました。大阪万博が10月中旬に閉幕しましたが、訪日客は継続して増加傾向が続き、インバウンド需要により外

食関連や土産を含む菓子向けの出荷は好調に推移しました。物価高による節約志向の影響もあり、飲料関連の販売

が低調となったものの通期では前年同期比増で販売を終了しました。コスト面では営業体制の強化を図り、品質管

理を徹底して製品の安定供給に取り組むことで顧客満足度を高め、堅実で安定した原料調達を図り、コスト削減に

努めましたが物流費の上昇が想定以上となり収益を抑えました。

以上の結果、売上高は13,444百万円（前年同期比2.6％減）、営業利益2,507百万円（同0.9％減）の減収減益とな

りました。

（機能性素材事業）

　機能性食品素材「イヌリン」は、原材料コストの上昇や為替変動による影響を受けるなか、国内販売では加工食

品向けが苦戦したものの、機能性表示食品など健康機能商品への採用増により、販売数量は前年同期比増となりま

した。連結子会社Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.では、タイ国および東南アジア各国において大手ユーザー向け

の販売が好調に推移し、新たな販売国も増えたことにより、販売数量が前年同期比で大幅増となり、増収増益とな

りました。

連結子会社ユニテックフーズ株式会社は、コラーゲンを中心に売上数量を伸ばし、ODM・商品開発コンサルティン

グ事業にも注力した結果、増収増益となりました。

 以上の結果、機能性素材事業全体で売上高14,121百万円（前年同期比4.7％増）、営業利益1,646百万円（同

28.1％増）の増収増益となりました。

（不動産事業）

不動産事業は、2023年９月旧本社跡地に「東横ＩＮＮ茅場町駅」を建設し、賃貸を開始し収益貢献したものの、

2025年３月期第４四半期に資産効率向上の一環として東京都、神奈川県、長野県所在の３物件を売却したことに伴

い、売上高633百万円（前年同期比2.7％減）、営業利益581百万円（同0.2％増）の減収増益となりました。

 
② キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ598百万円増

加し、7,243百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、3,213百万円（前年同期比3.3％減）となりました。これは主として法人税等の

支払額があったものの、税金等調整前当期純利益の計上があったことなどによるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、1,738百万円（前年同期比12.4％増）となりました。これは主として投資有価証

券の売却及び償還による収入があったものの、長期貸付金による支出、定期預金の預入による支出及び有形固定資

産の取得による支出があったことなどによるものであります。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、962百万円（前年同期比155.5％増）となりました。これは主として長期借入れ

による収入があったものの、短期借入金の純増減額の減少及び配当金の支払による支出などによるものでありま

す。
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③ 生産、受注及び販売の実績

　当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しているため、前期比については変更後のセグメント区分の数

値と比較しております。報告セグメントの変更の詳細は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表 （１）連結財務諸

表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

(A) 生産実績

当連結会計年度における生産実績及び商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

(a) 生産実績

セグメントの名称 当連結会計年度(百万円) 前年同期比（％）

糖類 11,967 96.3

機能性素材 3,745 96.2

 その他 259 100.4

合計 15,973 96.4
 

(注)　上記の金額は、販売価格によっております。

　

(b) 商品仕入実績　

セグメントの名称 当連結会計年度(百万円) 前年同期比（％）

糖類 43 27.0

機能性素材 7,998 109.6

 その他 0 24.6

合計 8,042 107.8
 

(注)１　糖類事業において仕入実績に著しい変動がありました。これは液糖商品の出荷が減少したことにより、仕入

実績が減少したことによるものであります。

　　２　その他において仕入実績に著しい変動がありました。これは仕入商品の販売実績が減少したことによるもの

であります。

 
(B) 受注実績

当社グループは受注生産を行っておりません。

 

(C) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 当連結会計年度(百万円) 前年同期比（％）

糖類 13,444 97.4

機能性素材 14,121 104.7

不動産 633 97.3

その他 243 93.7

合計 28,443 100.8
 

(注) １ 上記の金額は、セグメント間取引を相殺消去しております。

    ２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

 

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)
 

双日食料㈱ 11,046 39.2 10,786 37.9
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

① 当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当連結会計年度は、中期経営計画において成長を目指した基盤固めと新規事業の更なる育成を重点課題として位

置づけ、以下の戦略を掲げ、事業活動を推進してまいりました。

（A）収益力の向上

糖類事業においては、減少する消費のなか、営業体制を強化し、顧客との関係強化を図り、商権の維持に取り組

むこととし、また、原料糖の効率的な仕入や生産の集約などで採算性の改善に努めてまいりました。

また、機能性食品素材イヌリンの安定生産を実現し、日本国内だけでなく海外での販路開拓も推進いたしまし

た。

（B）事業の多角化の展開

当社グループにおいて、新しい顧客ニーズを吸い上げ、それに伴った新たな販路を開拓し、事業拡大を図ってま

いりました。機能性食品素材イヌリンは、整腸作用・血糖値の上昇抑制効果・血中中性脂肪の低減効果の機能性表

示だけでなく、更なる機能性を訴求し、販売活動を行ってまいりました。

（C）海外展開への更なる挑戦

当社グループは、日本国内のみならず、海外での事業活動を積極的に展開してまいりました。タイにおいては機

能性食品素材イヌリンの拡販を図り、タイ国上場企業であるThai Wah Public Company Ltd.と提携し、Thai Wah

Fuji Nihon Company Ltd.の株式49%を取得してキャッサバでん粉製造販売事業及びその周辺事業への参入を進めて

おります。また、製パン事業会社 DAY PLUS (THAILAND) Co.,Ltd.の採算性の向上を目指し、海外での積極的な事業

拡大を図ってまいりました。

（a）経営成績の分析

（売上高）

当連結会計年度における売上高は、前連結会計年度に比べ233百万円増加し、28,443百万円（前年同期比0.8％

増）となりました。これは精製糖製品は減収となった一方で、機能性素材「イヌリン」の国内外における販売数

量増加及び連結子会社ユニテックフーズ株式会社の主力商品である天然添加物素材の販売が好調に推移したこと

によるものであります。報告別セグメントの売上高の連結売上高に占める割合は、糖類事業47.3％、機能性素材

事業49.6％、不動産事業2.2％となりました。

（売上総利益）

当連結会計年度における売上総利益は、前連結会計年度に比べ554百万円増加し、8,159百万円（前年同期比

7.3％増）となりました。売上高売上総利益率は、前連結会計年度に比べ1.7％増加し、28.7％となりました。

（営業利益）

当連結会計年度における営業利益は、前連結会計年度に比べ321百万円増加し、3,554百万円（前年同期比9.9％

増）となりました。売上高営業利益率は、前連結会計年度に比べ1.0％増加し、12.5％となりました。

（経常利益）

当連結会計年度における営業外収益は、前連結会計年度に比べ171百万円減少し、307百万円（前年同期比

35.8％減）となりました。営業外費用は、前連結会計年度に比べ26百万円増加し、87百万円（前年同期比44.4％

増）となりました。

以上の結果、経常利益は、前連結会計年度に比べ122百万円増加し、3,773百万円（前年同期比3.4％増）となり

ました。売上高経常利益率は、前連結会計年度に比べ0.3％増加し、13.3％となりました。

（親会社株主に帰属する当期純利益）

当連結会計年度における特別利益は、前連結会計年度に比べ50百万円増加し、518百万円（前年同期比10.7%

増）となりました。特別損失は、前連結会計年度に比べ400百万円減少し、１百万円（前年同期比99.7％減）とな

りました。法人税等合計は、前連結会計年度に比べ166百万円増加し、1,074百万円(前年同期比18.3％増)となり

ました。さらに非支配株主に帰属する当期純損失は、前連結会計年度に比べ32百万円減少し、△３百万円（前年

同期比89.9％減）となりました。

以上の結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度に比べ374百万円増加し、3,220百万円（前

年同期比13.2％増）となりました。売上高に対する親会社株主に帰属する当期純利益率は、前連結会計年度と比

べ1.2％増加し、11.3％となりました。
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（b）財政状態の分析

（資産）

当連結会計年度における資産は、流動資産で前連結会計年度末に比べ9.2％増加し、19,317百万円となりまし

た。これは主として、現金及び預金が増加したことなどによるものであります。

また、固定資産では、前連結会計年度末に比べ20.9％増加し、19,414百万円となりました。これは主として、

連結子会社Fuji Nihon Thai Inulin Co., Ltd.において、主力製品イヌリンの製造能力拡大のための工場増設に

よる建設仮勘定の増加及び時価の上昇に伴い投資有価証券が増加したことなどによるものであります。

（負債）

当連結会計年度における負債は、流動負債で前連結会計年度末に比べ4.6％減少し、5,528百万円となりまし

た。これは主として、買掛金は増加したものの、短期借入金が減少したことなどによるものであります。

また、固定負債では、前連結会計年度末に比べ28.5％増加し、5,260百万円となりました。これは主として、繰

延税金負債及び成長投資の為の長期借入金が増加したことなどによるものであります。

（純資産）

当連結会計年度における純資産は、前連結会計年度末に比べ17.0％増加し、27,944百万円となりました。これ

は主として、親会社株主に帰属する当期純利益の計上及びその他有価証券評価差額金が増加したことなどによる

ものであります。

 
② キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

（A）キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「第２　事業の状況　４　経営者による財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(1) 経営成績等の状況の概要　② キャッシュ・フローの状

況」に記載のとおりであります。

（B）資本の財源及び資金の流動性

当社グループの運転資金需要の主なものは、原材料及び商品の仕入のほか、製造費用、販売費及び一般管理費の

営業費用であります。投資を目的とした資金需要は、設備投資などであります。

当社グループは、事業運営上必要な資金の流動性と資金の源泉を安定的に確保することを重点事項と考えており

ます。

短期運転資金、設備投資や長期運転資金の調達は、ともに自己資金とし、不足が発生した場合には金融機関から

の借入をすることを基本としております。

なお、当連結会計年度末における有利子負債の残高は4,933百万円となっております。また、当連結会計年度末に

おける現金及び現金同等物の残高は7,243百万円となっております。

 
③ 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しておりま

す。当該連結財務諸表の作成について、一部見積りや仮定によることがあります。採用する見積りや仮定は、連結

決算日において、入手可能な情報を総合的に勘案し、合理的であると考えられるものを継続的に使用しておりま

す。連結財務諸表の作成に当たって採用している重要な会計方針等は「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等(1)連結

財務諸表 注記事項 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しているとおりであります。

（A）繰延税金資産

当社グループは、繰延税金資産について、将来の利益計画に基づいた課税所得が十分に確保できることや、回収

可能性があると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の回収可能性

は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じ減少した場合、繰延

税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。
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（B）固定資産の減損処理

当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループ

から得られる割引前キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能額まで減額し、

当該減少額を減損損失として計上しております。減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に

検討しておりますが、事業計画や市場環境の変化により、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場

合、減損処理が必要となる可能性があります。

（C）棚卸資産の評価

当社グループの保有している棚卸資産は、設定されている賞味期限内での予定販売数量を用いて販売可能性を評

価しております。用いている予定販売数量は、取締役会にて承認された計画でありますが、市場環境の変化などに

より、予定販売数量の見込みに変更が生じた場合、評価損の計上が必要となる可能性があります。
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５ 【重要な契約等】

(1) 精製糖の生産委託に関する契約

当社は、太平洋製糖株式会社及びDM三井製糖株式会社と下記のとおり精製糖の製造委託契約を締結しておりま

す。

 

契約会社名 相手方の名称 契約の内容 契約年月日 契約期間

フジ日本㈱
太平洋製糖㈱
(持分法適用関連会社)

精製糖の製造委託
契約

2001年９月21日
当社からの申し出が
ない限り、太平洋製
糖㈱が存続する間。

フジ日本㈱ DM三井製糖㈱
精製糖の製造委託
契約

2004年２月１日

2025年４月１日～
2026年３月31日
（ただし、期間満了
３ヶ月前までに双方
から申し出がない場
合１ヶ年延長され
る。以後も同様。）

 

　

(2) 事業用土地・建物に関する賃貸借契約

当社及びフジ日本商事株式会社(連結子会社)は、コーナン商事株式会社、株式会社東横インと下記のとおり事業

用土地・建物に関する賃貸借契約を締結しております。

 

契約会社名 相手方の名称 契約の内容 契約年月日 契約期間

フジ日本㈱ コーナン商事㈱
当社の所有する土地の
賃貸

2015年10月１日 20年

フジ日本㈱
フジ日本商事㈱

㈱東横イン
当社の所有する土地・
建物の賃貸

2023年９月１日 39年

 

 
(3) 技術援助契約

　ユニテックフーズ株式会社(連結子会社)は、下記のとおり技術援助に関する契約を締結しております。

 

契約会社名
相手先
の名称

相手先の
所在地

契約品目
契約
締結日

契約期間 契約内容

ユニテックフーズ㈱

上海唯霓食品
有限公司
(持分法適用
関連会社)

中華人民
共和国

ブレンド製品
2023年
７月１日

10年間。（ただし、期間
満了３ヶ月前までにいず
れの当事者からも書面に
よる終了の意思表示がな
い場合１年間延長され
る。以後も同様。）

技術知識、情
報及びノウハ
ウの提供

 

(注)　対価として一定料率のロイヤリティーを受け取る契約をしております。

 
　(4) 業務提携等に関する契約

     当社は塩水港精糖株式会社と下記のとおり業務提携等に関する契約を締結しております。

 

契約会社名 相手方の名称 契約の内容 契約年月日 契約期間

フジ日本㈱
塩水港精糖株式会
社

製造、購買、ロジスティク
ス、研究開発及び商品開発に
おける協力・提携

2025年10月29日

５年
（ただし、期間満了
３ヶ月前までに双方
から申し出がない場
合２ヶ年延長され
る。以後も同様。）

 

 
６ 【研究開発活動】

当社は、全社的研究開発機関である研究開発室(全社(共通))において、新素材の生産技術開発及び加工技術開

発等の基礎的研究を行っております。

　なお、当連結会計年度の研究開発費等に係る会計基準による研究開発費の総額は115百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは省力化、合理化及び信頼性、品質向上のための投資と必要に応じた製造設備の更新投資を実施し

ております。

　当連結会計年度は、糖類において製品運搬用備品の取得等、機能性素材において連結子会社の生産設備増強工事等

を行い、グループ全体で1,183百万円の設備投資(ソフトウエア含む)を実施いたしました。なお、セグメントごとの内

容については以下のとおりであります。

　

(糖類)

当連結会計年度の主な設備投資は、当社における製品運搬用備品の取得を中心とするものであり、総額29百万円の

投資を実施いたしました。

　

(機能性素材)

当連結会計年度の主な設備投資は、連結子会社における生産設備増強を中心とするものであり、総額1,003百万円の

投資を実施いたしました。

　

(不動産)

該当事項はありません。

　

(その他)

当連結会計年度の主な設備投資は、当社における製造用機械装置の取得等によるものであり、総額3百万円の投資を

実施いたしました。

 

(全社共通)

当連結会計年度の主な設備投資は、当社における研究開発に係る機械装置の取得等によるものであり、総額147百万

円の投資を実施いたしました。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

2026年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)建物

及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

 リース
投資資産

その他 合計

本社
(東京都中央区)

糖類 本社事務所 17 7 ― ― 43
 
68
 

<1>
38

清水
(静岡市清水区)

糖類・機
能性素材
不動産

生産設備
賃貸用資産

126 83
〔657〕
1,456

(20,120)
― 10

〔657〕
1,676
 

<9>
32

横浜
(横浜市保土ヶ谷
区)

不動産 賃貸用資産 ― ―
〔276〕
276

(19,001)
― ―

〔276〕
276
 

―

日本ビル
(東京都中央区)

不動産 賃貸用資産
〔 2〕

2
 

―
〔38〕
38

(462)

〔463〕
463
 

―
〔504〕
504
 

―

 

(注) １　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２　上記中〔　〕は、連結会社以外への賃貸用資産で内数であります。

３　上記中〈　〉は、臨時従業員数で外数であります。

４　現在休止中の主要な設備はありません。

 

　(2) 国内子会社

2026年３月31日現在

会社名
 事業所名

 (所在地)

セグメントの

名称

設備の

内容

帳簿価額(百万円)

従業員数

(名)
建物

及び

構築物

機械装置

及び

運搬具

土地

(面積㎡)

リース

投資資産
その他 合計

フジ日本商事

 日本ビル

(東京都

中央区)

不動産
賃貸用

資産
― ― ― 474 0 474

〈―〉

1

ユニテック

フーズ

管理部

(東京都

中央区)

機能性素材

本社事務

所・生産

設備

21 － ― ― 62 84
〈7〉

76

製造部

(静岡市

清水区)

機能性素材 生産設備 39 1 ― ― 19 59
〈3〉

―
 

(注) １　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２　上記中〈　〉は、臨時従業員数で外数であります。

３　現在休止中の主要な設備はありません。

 
(3) 在外子会社

2026年３月31日現在

会社名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)建物

及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース
投資資産

その他 合計

Fuji Nihon Thai
Inulin Co.,Ltd.
(タイ国バンコク
都)

機能性素
材

生産設備 98 380 ― ― 58 537 102

FUJI NIHON
(Thailand)
Co.,Ltd.
(タイ国バンコク
都)

機能性素
材

事務所 0 3 ― ― 0 4 4

UNITEC FOODS
KOREA Co.,Ltd.
(大韓民国慶尚南
道)

機能性素
材

生産設備 0 0 ― ― 0 0 1

 

(注) １　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

 

EDINET提出書類

フジ日本株式会社(E00360)

有価証券報告書

 24/117



３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当社グループは、「食を科学し、世界をパワフルに」のパーパスのもと、長期ビジョン「NEXT VISION 2040」に

おいて、世界で闘うフードサイエンス企業を目指しております。

この度、経営資源の最適配置、経営効率向上の一環として、サステナブルな製造・営業・物流・研究開発・品質

保証の拠点設置を目指すとともに、世界市場への挑戦を見据えた日本におけるマザー工場・研究開発の機能を有する

拠点設置を目指し、新たな事業所の開設を予定しております。

　　（取得資産の内容）

　　　事業所名称　　　　フジ日本株式会社島田事業所

　　　所在地　　　　　　島田市横井四丁目5809番地4

　　　資産の内容　　　　土地及び建物、工具器具備品

　　　取得価額総額　　　36億円（予定）

　　　取得資金　　　　　自己資金及び金融機関からの借入

 
(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2026年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年６月22日)

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 51,437,400 51,437,400
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株
であります。

計 51,437,400 51,437,400 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

 (百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2024年10月11日
(注１)

△2,800,000 26,948,200 ― 1,524 ― 2,366

2024年12月30日
(注２)

△1,229,500 25,718,700 ― 1,524 ― 2,366

2026年１月１日
(注３)

25,718,700 51,437,400 ― 1,524 ― 2,366
 

(注) １．2024年９月30日付の取締役会決議に基づき、2024年10月11日付で自己株式の消却を実施しております。

　　　２．2024年12月19日付の取締役会決議に基づき、2024年12月20日付で自己株式1,229,500株を取得し、

         2024年12月30日付で取得した全株式の消却を実施しております。

　　　３．2025年11月26日付の取締役会決議に基づき、2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分

割を実施しております。
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(5) 【所有者別状況】

2026年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 5 14 98 22 36 26,169 26,344 ―

所有株式数
(単元)

― 21,835 2,695 361,833 1,530 77 126,128 514,098 27,600

所有株式数
の割合(％)

― 4.24 0.52 70.38 0.29 0.01 24.53 100.00 ―
 

(注) １　自己株式137,228株は「個人その他」に1,372単元及び「単元未満株式の状況」に28株含めて記載しておりま

す。

２　上記「その他の法人」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が42単元含まれております。

 

(6) 【大株主の状況】

2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対す
る所有株式
数
の割合(％)

双日株式会社 東京都千代田区内幸町2-1-1 16,306 31.78

和田製糖株式会社 東京都中央区新川2-9-1 4,911 9.57

鈴与株式会社 静岡県静岡市清水区入船町11-1 3,805 7.41

塩水港精糖株式会社 東京都中央区日本橋堀留町2-9-6 2,540 4.95

株式会社静岡銀行
（常任代理人 日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社）

静岡県静岡市葵区呉服町1-10
（東京都港区赤坂1-8-1赤坂インターシティ
AIR）

1,584 3.08

株式会社榎本武平商店 東京都江東区新大橋2-4-5 1,516 2.95

小倉運輸有限会社 神奈川県横浜市神奈川区菅田町2334-1 1,338 2.60

新潟県砂糖卸荷受商業協同組合 新潟県新潟市中央区南万代町3-37 1,200 2.33

双日食料株式会社 東京都港区六本木3-1-1 848 1.64

株式会社ヤクルト本社 東京都港区海岸1-10-30 680 1.32

計 ― 34,730 67.69
 

 (注) 所有株式数の割合は自己株式(137千株)を控除して計算しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式
　自己保有株式 ― ―

137,200

完全議決権株式(その他)
普通株式

512,726 ―
51,272,600

単元未満株式
普通株式

― ―
27,600

発行済株式総数 51,437,400 ― ―

総株主の議決権 ― 512,726 ―
 

(注)１．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,200株（議決権42個）含まれてお

ります。

　　２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式28株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2026年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

(自己保有株式)
フジ日本株式会社

中央区日本橋兜町　　
６番７号

137,200 ― 137,200 0.26

計 ― 137,200 ― 137,200 0.26
 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号、第７号及び第13号に該当する普通株式の取得
 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 2,260 0

当期間における取得自己株式 ― ―
 

（注）１．当事業年度における取得自己株式は、単元未満株式の買取り及び譲渡制限付株式の無償取得によるものであ

ります。

　　　２．当社は2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を実施しており、上記は株式分割後の

株式数で表記しております。

　　　３．当期間における取得自己株式には、2026年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数及び価額の総額は含めておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、会社分割
に係る移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(譲渡制限付株式報酬による自己
株式の処分)

― ― ― ―

保有自己株式数 137,228 ― 137,228 ―
 

（注）１．当社は2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を実施しており、上記は株式分割後の

株式数で表記しております。

　　　２．当期間における取得自己株式の処理状況には、2026年６月１日から有価証券報告書提出日までの株式数及び

価額の総額は含めておりません。

　　　３．当期間における取得自己株式の保有状況には、2026年６月１日から有価証券報告書提出日までの譲渡制限付

株式報酬による処分、単元未満株式の買取り及び売渡請求による株式数は含まれておりません。

 
 
３ 【配当政策】

　当社は、厳しい業界環境下、安定的な経営成績の確保、強固な経営基盤の確立に努め、株主の皆様に対しては、

安定的な利益還元の継続や自己株式の取得等の資本政策による株主価値の向上を経営の重要課題としております。

　配当政策につきましては、連結DOE3.5％以上を目指し、継続的な安定配当の実施を基本方針としております。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、１株当たり25円50銭（うち中間配当金15円）としております。なお

2026年１月１日付で、普通株式１株につき、２株の割合で株式分割を行っており、当事業年度中間配当金につきま

しては、当該株式分割前の配当金の額となっております。

　また、内部留保資金につきましては、中長期的な視点に立っての市場競争力の強化・拡大につながる設備投資、

研究開発及び開発製品の事業化に充当していく所存であります。

　　(注)基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2025年10月31日
取締役会決議

384 15.00

2026年5月19日
取締役会決議

538 10.50
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスの考え方は、次の企業理念及び経営方針を基本としております。

＜企業理念＞

　「私たちは、『夢のあるたくましい会社』を目指し、健康な生活づくりに貢献します」

＜経営方針＞

・顧客第一主義の徹底

・会社の発展と共に社員が成長する企業文化の形成

・公正で透明性のある企業活動の推進

・社会に評価される企業価値の向上

・社会に貢献する企業市民活動の充実

 
公共性の高い食品事業に携わる企業として、役員はもとより社員一人一人がその重要性を認識し、企業行動の

透明性、客観性を維持して、水準の高いコーポレート・ガバナンスを確保するための体制を構築することが重要

な課題と位置付けております。また、全てのステークホルダーの信頼と期待に応え、企業価値の向上を図るため

には、コーポレートガバナンスの強化・充実が重要であるとも考えております。この考え方に基づき、経営の透

明性を高め、内部統制の仕組み、コンプライアンス体制の充実を図っております。

 
②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、上記の基本的な考え方に基づき、機動的なコーポレート・ガバナンスを維持するため、以下の企業統

治体制を採用しております。

・当社は監査役制度を採用しております。

・会社の機関として取締役会、監査役会を設置し、外部の会計監査人を採用しております。

・提出日（2026年６月22日）現在、当社の取締役は５名（男性４名、女性１名）、監査役は３名（男性）であり

ます。取締役５名のうち、３名は社外取締役であります。また、監査役３名のうち、２名は社外監査役であり

ます。

・社外役員の専従スタッフは配置しておりませんが、取締役会等の日程調整及び案内については、企画管理部が

担当し、状況に応じ企画管理部が事前説明を行い、趣意の徹底を図っております。

 
※当社は、2026年６月23日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役５名選任の件」を提案

しており、当該議案が承認可決されると、当社の取締役は５名（うち、社外取締役３名）となります。
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　　（コーポレート・ガバナンス体制図）

 

 
③　企業統治に関するその他の事項

（内部統制システムの整備の状況）

〇 取締役・使用人の職務の遂行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社は、コンプライアンス全体を統括する組織として、コンプライアンス推進委員会を設置しております。

また、コンプライアンスの推進のため、「コンプライアンスプログラム」を制定し、社員等にマニュアルの

配布や啓発及び教育を通じて指導しております。さらに、当社は社内相談通報制度として「ホットライン」

を設置し、コンプライアンス違反行為の発見・防止に努めております。

・当社は、社外取締役の比率を高めることによって、意思決定及び業務執行に対する客観的な監督機能を強化

しております。

・業務面での内部統制強化のため、監査室による内部監査を適切に実施しております。

〇 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
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・当社は、定例の取締役会を原則、毎月開催し、重要事項の決定及び取締役の業務執行状況の監督等を行って

おります。

・当社は、執行役員制度を導入し、取締役の意思決定及び業務執行に対する監督機能と執行役員の業務遂行と

を分離し、経営の迅速化と機動性を確保しております。

・職務権限規程等の社内規程に基づいて意思決定の対象範囲と決裁基準等を決めることで、責任の所在を明確

にし、効率的な業務遂行を行っております。

・将来の事業環境を踏まえ、中期経営計画及び年度予算を立案し、全社的な目標を設定しております。各部門

においては、その目標の達成に向け、具体策を立案・実行しております。

〇 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

・監査役の職務を補助すべき使用人はおりませんが、必要に応じて、監査室がその任に当たっております。

・監査役の業務補助のために、専任の使用人を置く場合は、その人事について取締役は監査役の意見を尊重す

ることとしております。

〇 監査役への報告体制及び監査役監査が実効的に行われることを確保する体制

・取締役は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見した場合は、法令に従い、直ちに監査役に報告

を行っております。

・代表取締役と監査役会は、定期的に会合をもち、当社が対処すべき課題及び監査上の重要事項について意見

交換を行い、相互認識と信頼関係を深めるよう努めております。

・常勤監査役は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務執行の状況を把握するため、主要な稟議書

やその他業務執行に関する重要文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人に説明を求めております。

〇 財務報告の信頼性を確保するための体制

・当社は、財務報告の信頼性を確保し、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出のた

め、内部統制委員会を設置し、財務報告に係る内部統制の継続的な整備及び運用を行っております。

〇 反社会的勢力を排除するための体制

・当社は、反社会的勢力を排除していくことが企業としての責務であり、業務の適正を確保するための必要事

項であることを認識し、その被害防止に努めております。

・「コンプライアンスプログラム」内に定める「フジ日本行動憲章」及び「コンプライアンス行動基準」に反

社会的勢力の排除を明記し、周知徹底しております。

・社内に統括部署を定めるとともに、外部専門機関と連携し、反社会的勢力に関する情報の収集を行っており

ます。

 
（リスク管理体制の整備の状況）

〇 損失の危機の管理に関する規程その他の体制

・当社は、リスク管理のための全社方針として「リスク管理基本方針」を定めるとともに、リスク管理全体を

指揮する組織として、危機管理委員会を設置しております。また、有事においては危機管理規程に基づき、

危機対策委員会にて管理・対策にあたることとしております。

・当社は、食品メーカーとして品質保持及び「安全・安心」を確保する組織として品質保証室を設置し、品質

に関する適切な維持・向上を図っております。

・各部門において、定期的にその有するリスクの洗い出しを行い、そのリスク軽減に取り組んでおります。

〇 取締役の職務の執行に係る情報保存及び管理に関する体制

・取締役は、その職務の執行に係る重要な文書（電子的記録を含む）及びその他重要な情報を法令、社内規程

に基づき、適切に保存、管理しております。

・情報の管理においては、社内規程による対応とともに、情報セキュリティに関するガイドラインの充実を

図っております。

EDINET提出書類

フジ日本株式会社(E00360)

有価証券報告書

 32/117



 

（子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況）

〇 当社グループにおける業務の適正を確保する体制

・当社グループに属する会社間の取引は、法令・会計原則・その他の社会規範に照らして適正に行っておりま

す。

・子会社においても、当社の「コンプライアンスプログラム」を適用することを原則とし、子会社の役員及び

社員等に対して企業倫理・法令遵守により、公正かつ適正な業務運営の実現を図るよう指導しております。

また、当社に対して定期的に営業・財務状況について報告することを義務付けております。

・関連会社については、その経営の自主性を尊重しつつ、事業内容の定期的な報告を受けるとともに重要案件

についての協議を行っております。

 
（責任限定契約の内容の概要）

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役、社外監査役と

もに法令が規定する額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、社外取締役及び社外監査役が責

任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 
（役員等のために締結される保険契約）

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者が

その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損

害を、当該保険契約により補填することとしております。ただし、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は

補填されない等の免責事由があります。当該役員等損害保険契約の被保険者は、当社及び子会社の取締役、監査

役及び執行役員であり、保険料は全額当社が負担しております。

 
（取締役の定数）

当社の取締役は10名以内とする旨、定款に定めております。

 
（取締役の選任及び解任の決議要件）

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、定款に定めております。

解任決議について、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の

３分の２以上をもって行う旨、定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨、定款に定めております。

 
（取締役会で決議できる株主総会決議事項）

・剰余金の配当の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨、定款に定めております。これは、剰余金の配当等

を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

・自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨

を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場

取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

 
（株主総会の特別決議要件）

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。
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④　取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を原則月１回開催しており、個々の取締役及び監査役の出席状況について

は次のとおりであります。

氏名
当事業年度
における地位

開催回数 出席回数

曾我　英俊 代表取締役社長 12回 12回

谷津　裕司 取締役執行役員 12回 12回

髙橋　明彦 社外取締役 12回 12回

埴原　正和 社外取締役 12回 12回

大越 いづみ 社外取締役 12回 12回

梶田　伸哉 監査役 12回 12回

藤田　世潤 社外監査役 12回 11回

二宮　照興 社外監査役 12回 12回
 

 
（具体的な検討内容）

 付議事項 具体的な検討内容

取締役会

決議41件

事業報告・計算書類・有価証券報告書・決算短信等の承認、予算の承認、役員報酬の

決定、関係会社への貸付金の承認、重要な社内規程の改廃、中期経営計画の決議、業

務提携に関する承認 等

報告22件 月次業績、業務執行状況　等

役員人事委員会
役員報酬委員会
（任意）

審議３件
取締役及び監査役の選任に関する答申（株主総会決議事項）、関係会社役員の選任に

関する答申、役員報酬に関する答申（取締役会決議事項） 

その他 取締役と監査役との意見交換面談（年２回）
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

１.2026年６月22日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりであります。

男性7名　女性1名　（役員のうち女性の比率12.5％）

役職名 氏名 生年月日 略歴
任期
(年)

所有株式数
(千株)

代表取締役
 社長

曾　我　英　俊 1959年３月15日

1981年４月 日商岩井㈱(現双日㈱)入社

2010年６月 ㈱JALUX執行役員

2011年４月 双日㈱生活産業部門食料資源本部食料事業部部長

2013年４月 双日豪州会社代表取締役社長

双日ニュージーランド会社代表取締役社長

2018年４月 双日食料㈱代表取締役社長

2021年６月 当社取締役

2022年４月 双日食料㈱会長

2023年６月 太平洋製糖㈱取締役(現任)

 ユニテックフーズ㈱取締役

 ㈱Tastable取締役

 当社代表取締役社長(現任)

2023年７月 Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.取締役

2023年９月 FUJI NIHON (Thailand) Co.,Ltd.取締役

 DAY PLUS (THAILAND) Co.,Ltd.取締役(現任)

2024年４月 All Asian Countertrade,Inc.取締役(現任)

2025年３月 Thai Wah Fuji Nihon Company Ltd.取締役(現任)

1 10

取締役 谷　津　裕　司 1969年１月13日

1991年４月 PIAA㈱入社

1999年４月 当社入社

2019年７月 当社砂糖本部清水営業部部長

2022年７月 当社砂糖本部副本部長

2023年６月 当社執行役員砂糖本部副本部長

2024年６月 協立食品㈱(現フジ日本商事㈱)代表取締役社長

2024年９月 南栄糖業㈱取締役(現任)

2025年２月 当社執行役員砂糖本部本部長

2025年４月 当社執行役員糖類事業部部長

2025年５月 フジ日本商事(株)取締役(現任)

2025年６月 太平洋製糖㈱取締役(現任)

2025年６月 当社取締役執行役員 糖類事業部部長(現任)

1 10

取締役 髙　橋　明　彦 1955年１月26日

1977年４月 鈴与㈱入社

2005年７月 鈴与㈱国際室専務付き特命事項担当部長

2005年11月 鈴与㈱物流企画室室長

2007年６月 SUZUYO(THAILAND)Ltd. President

2010年11月 鈴与㈱取締役

2011年11月 鈴与㈱常務取締役

2016年11月 鈴与㈱専務取締役

2018年11月 鈴与㈱取締役副社長

2020年６月 当社取締役(現任)

 静岡エフエム放送㈱(現㈱エフエムしみず静岡)取締

役(現任)

2021年６月 清水港振興㈱代表取締役(現任)

2025年11月 鈴与㈱代表取締役副社長(現任)

1 ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴
任期
(年)

所有株式数
(千株)

取締役 埴　原　正　和 1964年３月３日

1986年４月 日商岩井㈱(現双日㈱)入社

2018年４月 双日㈱エネルギー・社会インフラ本部環境インフラ

事業部部長

2019年７月 双日ミライパワー㈱取締役

2021年４月 双日㈱リテール・コンシューマーサービス本部本部

長補佐

2021年10月 双日インフィニティ㈱取締役(現任)

2023年６月 当社取締役(現任)

2024年４月 双日㈱リテール・コンシューマーサービス本部担当

顧問(現任)

1 ―

取締役 大　越　いづみ 1964年４月29日

1989年10月 ㈱社会工学研究所入社

1995年５月 ワーナーランバート㈱入社

1998年１月 ㈱電通入社

2020年３月 ㈱電通グループ取締役(監査等委員)

2024年４月 ㈱チェンジホールディングス執行役員(現任)

2024年５月 東宝㈱取締役(監査等委員)(現任)

2024年６月 当社取締役(現任)

 ㈱SRAホールディングス取締役（現任）

1 ―

監査役
常勤

梶　田　伸　哉 1959年５月５日

1982年４月 日商岩井㈱(現双日㈱)入社

2008年５月 JAPAN VIETNAM FERTILIZER CO. DIRECTOR PRESIDENT

2013年４月 双日㈱内部統制統括部専門部長

2016年３月 双日総合管理㈱(現双日ライフワン㈱)取締役

2017年７月 ㈱アンジェリカ取締役

2020年４月 当社監査室室長

2020年６月 ユニテックフーズ㈱監査役

2021年６月 太平洋製糖㈱監査役(現任)

 当社監査役(現任)

2024年６月 協立食品㈱(現フジ日本商事㈱)監査役(現任)

4 8

監査役 藤　田　世　潤 1954年３月25日

1977年10月 等松・青木監査法人(現有限責任監査法人トーマツ)

入所

1986年７月 藤田会計事務所開設

2000年６月 新創監査法人代表社員

2006年４月 新創監査法人理事長

2008年10月 新創パートナーズ税理士法人代表社員

2021年５月 新創監査法人相談役代表社員

2021年６月 当社監査役(現任)

2022年７月 銀座K.T.C税理士法人社員

2023年６月 銀座K.T.C税理士法人パートナー(現任)

4 ―

監査役 二　宮　照　興 1960年６月３日

1989年４月 弁護士登録(第一東京弁護士会)

1992年４月 丸市綜合法律事務所開設(現任)

2000年３月 博士(法学)

2013年６月 新興プランテック㈱(現レイズネクスト㈱)社外取締役

2016年６月 新興プランテック㈱(現レイズネクスト㈱)社外取締役

(監査等委員)

2019年６月 ㈱東京エネシス社外監査役

2021年４月 第一東京弁護士会副会長

2021年６月 ㈱東京エネシス社外取締役(監査等委員)(現任)

2023年６月 当社監査役(現任)

2024年11月 旭コンクリート工業㈱社外監査役

4 ―

計 28
 

(注) １　髙橋明彦、埴原正和及び大越いづみの各氏は社外取締役であります。

２　藤田世潤及び二宮照興の各氏は社外監査役であります。

３　当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また、能力主義に基づく積極的な

人材の登用のため、執行役員制度を導入しております。なお、執行役員は６名であります。
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２.2026年６月23日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役５名選任の件」、「監査役１名選

任の件」を上程しており、当該決議が承認可決されますと、当社の役員の状況及びその任期は、以下の通りとなる

予定であります。

男性7名　女性1名　（役員のうち女性の比率12.5％）

役職名 氏名 生年月日 略歴
任期
(年)

所有株式数
(千株)

代表取締役
 社長

曾　我　英　俊 1959年３月15日

1981年４月 日商岩井㈱(現双日㈱)入社

2010年６月 ㈱JALUX執行役員

2011年４月 双日㈱生活産業部門食料資源本部食料事業部部長

2013年４月 双日豪州会社代表取締役社長

双日ニュージーランド会社代表取締役社長

2018年４月 双日食料㈱代表取締役社長

2021年６月 当社取締役

2022年４月 双日食料㈱会長

2023年６月 太平洋製糖㈱取締役(現任)

 ユニテックフーズ㈱取締役

 ㈱Tastable取締役(現任)

 当社代表取締役社長(現任)

2023年７月 Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.取締役(現任)

2023年９月 FUJI NIHON (Thailand) Co.,Ltd.取締役(現任)

 DAY PLUS (THAILAND) Co.,Ltd.取締役(現任)

2024年４月 All Asian Countertrade,Inc.取締役(現任)

2025年３月 Thai Wah Fuji Nihon Company Ltd.取締役(現任)

1 10

取締役 谷　津　裕　司 1969年１月13日

1991年４月 PIAA㈱入社

1999年４月 当社入社

2019年７月 当社砂糖本部清水営業部部長

2022年７月 当社砂糖本部副本部長

2023年６月 当社執行役員砂糖本部副本部長

2024年６月 協立食品㈱(現フジ日本商事㈱)代表取締役社長

2024年９月 南栄糖業㈱取締役(現任)

2025年２月 当社執行役員砂糖本部本部長

2025年４月 当社執行役員糖類事業部部長

2025年５月 フジ日本商事(株)取締役(現任)

2025年６月 太平洋製糖㈱取締役(現任)

2025年６月 当社取締役(現任)

1 10

取締役 髙　橋　明　彦 1955年１月26日

1977年４月 鈴与㈱入社

2005年７月 鈴与㈱国際室専務付き特命事項担当部長

2005年11月 鈴与㈱物流企画室室長

2007年６月 SUZUYO(THAILAND)Ltd. President

2010年11月 鈴与㈱取締役

2011年11月 鈴与㈱常務取締役

2016年11月 鈴与㈱専務取締役

2018年11月 鈴与㈱取締役副社長(現任)

2020年６月 当社取締役(現任)

 静岡エフエム放送㈱(現㈱エフエムしみず静岡)取締

役(現任)

2021年６月 清水港振興㈱代表取締役(現任)

2025年11月 鈴与㈱代表取締役副社長(現任)

1 ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴
任期
(年)

所有株式数
(千株)

取締役 大　越　いづみ 1964年４月29日

1989年10月 ㈱社会工学研究所入社

1995年５月 ワーナーランバート㈱入社

1998年１月 ㈱電通入社

2020年３月 ㈱電通グループ取締役(監査等委員)

2024年４月 ㈱チェンジホールディングス執行役員(現任)

2024年５月 東宝㈱取締役(監査等委員)(現任)

2024年６月 当社取締役(現任)

 ㈱SRAホールディングス取締役（現任）

1 ―

取締役 須　藤　拓　也 1973年９月８日

1997年４月 日商岩井㈱(現双日㈱)入社

2006年１月 双日アジア会社(シンガポール) 食料部

2010年５月 双日ベトナム会社食料部

2012年４月 双日㈱生活産業部門食料資源本部穀物飼料部穀物課

課長

2014年４月 CGG TRADING S.A. Director

2016年５月 双日㈱食料・アグリビジネス本部飼料原料部海外事業

課課長)

2018年10月 同社食料・アグリビジネス本部ベトナム事業推進室

課長

2022年４月 同社生活産業・アグリビジネス本部食料事業部部長

2025年４月 同社生活産業・アグリビジネス本部企画業務室室長

（現任）

1 ―

監査役
常勤

梶　田　伸　哉 1959年５月５日

1982年４月 日商岩井㈱(現双日㈱)入社

2008年５月 JAPAN VIETNAM FERTILIZER CO. DIRECTOR PRESIDENT

2013年４月 双日㈱内部統制統括部専門部長

2016年３月 双日総合管理㈱(現双日ライフワン㈱)取締役

2017年７月 ㈱アンジェリカ取締役

2020年４月 当社監査室室長

2020年６月 ユニテックフーズ㈱監査役

2021年６月 太平洋製糖㈱監査役(現任)

 当社監査役(現任)

2024年６月 協立食品㈱(現フジ日本商事㈱)監査役(現任)

4 8

監査役 二　宮　照　興 1960年６月３日

1989年４月 弁護士登録(第一東京弁護士会)

1992年４月 丸市綜合法律事務所開設(現任)

2000年３月 博士(法学)

2013年６月 新興プランテック㈱(現レイズネクスト㈱)社外取締役

2016年６月 新興プランテック㈱(現レイズネクスト㈱)社外取締役

(監査等委員)

2019年６月 ㈱東京エネシス社外監査役

2021年４月 第一東京弁護士会副会長

2021年６月 ㈱東京エネシス社外取締役(監査等委員)(現任)

2023年６月 当社監査役(現任)

2024年11月 旭コンクリート工業㈱社外監査役(現任)

4 ―

監査役 服　部　一　利 1967年３月５日

1988年10月 公認会計士第２次試験合格 会計士補登録

 サンワ・トーマツ青木監査法人(現有限責任監査法人

トーマツ) 入所

1992年８月 公認会計士第３次試験合格 公認会計士登録

2005年６月 監査法人トーマツ パートナー

2011年４月 早稲田大学大学院非常勤講師（現任）

2018年４月 デロイトトーマツグループ 内部監査室室長

2022年11月 服部一利公認会計士事務所開設所長（現任）

2024年６月 大東京信用組合監事（現任）

4 ―

計 28
 

(注) １　髙橋明彦、大越いづみ及び須藤拓也の各氏は社外取締役であります。

２　二宮照興及び服部一利の各氏は社外監査役であります。

３　当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また、能力主義に基づく積極的な

人材の登用のため、執行役員制度を導入しております。なお、執行役員は５名であります。

 
②　社外役員の状況

１ 社外取締役

　当社は、公正な意思決定及び業務執行に対する監督機能を高めるために社外取締役３名を選任しております。

　社外取締役の髙橋明彦氏、及び大越いづみ氏は、当社の関係会社、主要株主、主要な取引先の出身者等ではな
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く、一般株主と利益相反が生じる恐れがないものと判断しております。なお、株式会社東京証券取引所に独立役

員として届け出ております。

　社外取締役の須藤拓也氏は、当社の議決権比率の33.4％を保有(間接保有を含む)する主要株主である双日㈱に

おいてリテール・コンシューマーサービス本部担当顧問の役職にあります。また、当社と同社との間には商品供

給等の取引があります。

２ 社外監査役

当社は、株主視点に立った意思決定、業務執行が行われるために社外監査役２名を選任しております。また、

社外監査役２名は当社の関係会社、主要株主、主要な取引先の出身者等ではなく、一般株主と利益相反が生じる

恐れがないものと判断しております。なお、社外監査役の２名については、株式会社東京証券取引所に独立役員

として届け出ております。

社外監査役の二宮照興氏及び服部一利氏の両氏は、当社株式の保有はありません。

３ 社外取締役及び社外監査役を選任するための会社の独立性に関する基準又は方針

社外取締役及び社外監査役を選任するための、提出会社からの独立性に関する基準又は方針はないものの、選

任に当たっては、株式会社東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。

 

(3) 【監査の状況】

①　監査役監査の状況

有価証券報告書提出日現在、当社の監査役会は、監査役３名で構成されております。３名の監査役のうち、２

名を社外監査役とし、有効な経営監視機能に努め、より公正で適正な監査を実施できる体制としております。監

査役は、取締役会に出席し、適宜意見を具申するなど、取締役の業務執行を監査しております。

また、監査役は適宜会計監査人である有限責任監査法人トーマツから監査の状況に関する報告を受けるととも

に、情報交換を行っております。

なお、社外監査役の藤田世潤氏は公認会計士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま

す。

当事業年度において、個々の監査役の監査役会出席状況は以下のとおりであります。

氏名 開催回数 出席回数

梶田　伸哉 15回 15回

藤田　世潤 15回 14回

二宮　照興 15回 15回
 

監査役会における具体的な検討内容

・経営計画に関しての遂行状況

・内部統制システムの構築及び運用状況

・会計監査人の監査の実施状況及び職務の執行状況

監査役の主な活動

・取締役会その他の重要な会議への出席

・取締役及び関係部署からの営業報告、その他必要事項の聴取

・重要な決裁書類、契約書等の閲覧

・会社の財産状況の調査

・取締役の法令制限事項（競合避止、利益相反取引等）の調査

・内部統制システムの有効性を確認するための、内部統制委員会への出席

・会計監査人との連携を図り、監査方法の妥当性評価

常勤監査役は、常勤者としての特性を踏まえ、監査の環境の整備及び社内の情報の収集に積極的に努め、か

つ、内部統制システムの構築・運用の状況を日常的に監視し検証しております。
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②　内部監査の状況

当社は、内部監査を担う部門として、業務部門から独立した監査室（担当者２名）を設置しております。監査

室は、業務活動の法令や定款への適合状況を監査し、代表取締役が委員長を務める内部統制委員会を通じて、代

表取締役及び監査役会へ報告を行っております。

内部監査、監査役会及び会計監査の相互連携につきましては、以下のとおりであります。

監査室は、リスク管理部署である企画管理部で行う内部統制システムの運用状況について、内部監査計画に基

づき実施した監査結果を監査役会へ定期的に報告しております。また、監査役会は報告を受けた内容を精査し、

監査室への指示、助言を行っております。

監査室と監査役会は、相互の連携を図るために、定期的な情報交換の場を設け、それぞれの監査方針及び計画

が実施した監査と整合しているか確認、調整を行っております。なお、監査室の監査結果については、取締役会

及び代表取締役を委員長とする内部統制委員会にて報告を行い、内部統制の実効性を確保しております。

監査室は、会計監査人との定期的な打合せに加え、必要に応じて監査に関する意見交換を実施しております。

③　会計監査の状況

　a．監査法人の名称

　　　有限責任監査法人トーマツ

　b．継続監査期間

　　　　1968年５月以降

　なお、継続監査期間については、可能な範囲で遡って調査をしましたが、調査が著しく困難であったため、

継続監査期間がその期間を超える可能性があります。

　c．業務を執行した公認会計士

　　箕輪　恵美子

   片山　行央

　　　　なお、継続監査年数については、いずれも７年以内のため、記載を省略しております。

　d．監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士19名、その他16名であります。

　e．監査法人の選定方針と理由

　当社では、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、監査役全員の合意に基

づき監査役会が、会計監査人を解任することとしております。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任

後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨とその理由を報告することとしております。

　f．監査役及び監査役会による監査法人の評価

　当社の監査役及び監査役会は、監査法人について以下の事項を評価しております。

　・監査の実施体制

　・監査に要する費用

　・監査の実績

　・監査の品質管理体制

　g．監査法人の異動

　　　当社は、2026年６月23日開催予定の定時株主総会において、次のとおり会計監査人の選任を決議する予定であ

ります。

　　　第103期（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）有限責任監査法人トーマツ

　　　第104期（自　2026年４月１日　至　2027年３月31日）監査法人日本橋事務所

　　　なお、臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

　　（１）当該異動に係る監査公認会計士等の名称

　　　① 選任する監査公認会計士等の名称

　　　　　監査法人日本橋事務所

　　　② 退任する監査公認会計士等の名称

　　　　　有限責任監査法人トーマツ

 
　　 （２）当該異動の年月日

　　2026年6月23日（第103回定時株主総会開催予定日）

 

（３）退任する監査公認会計士等が監査公認会計士等となった年月日
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　　1968年5月

　　※上記の就任年月日は、調査が著しく困難であったため、当社において調査可能な情報になりま

　　　　　 す。

 

（４）退任する監査公認会計士等が直近3年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　　該当事項はありません。

 

 （５）当該異動の決定又は当該異動に至った理由及び経緯

　当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、2026年6月23日に開催予定の第103回定時株主総会

の終結の時をもって任期満了となります。同監査法人については、会計監査が適切且つ妥当に行われること

を確保する体制を十分に備えていると考えておりますが、同監査法人の継続監査年数が長期にわたっている

ことを考慮し、任期満了に伴い、監査法人日本橋事務所を新たな会計監査人として選任するものでありま

す。

　　　監査法人日本橋事務所を会計監査人として選定した理由は、新たな視点での監査が期待できることに加

え、同法人の専門性、独立性、品質管理体制及び効率性が当社の事業規模に適していること、並びに監査費

用の相当性等を総合的に勘案した結果、当社の会計監査人として適任であると判断したためです。

 
 （６）上記（５）の理由及び経緯に対する意見

① 退任する監査公認会計士等の意見

　 特段の意見はない旨の回答を得ております。

② 監査役会の意見

　 妥当であると判断しております。

 
④　監査報酬の内容等

　a．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 40 ― 36 ―

連結子会社 19 4 20 ―

計 59 4 56 ―
 

連結子会社における非監査業務の内容は、「IPOのための課題調査費用」に基づく報酬であります。
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b．監査公認会計士等と同一のネットワーク（デロイトトーマツ弁理士法人）に対する報酬（a.を除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― ― ― ―

連結子会社 ― 1 ― 2

計 ― 1 ― 2
 

　連結子会社における非監査業務の内容は、「特許関連業務」に基づく報酬であります。

c．その他重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　前連結会計年度

当社の連結子会社であるFuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.は、タイにおいてKPMGメンバーファームに対し、

監査証明業務に基づく報酬を支払っております。

　当連結会計年度

当社の連結子会社であるFuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.は、タイにおいてKPMGメンバーファームに対し、

監査証明業務に基づく報酬を支払っております。

　d．監査報酬の決定方針

監査報酬の決定方針は定めておりませんが、監査計画に基づく監査日数等を勘案し、協議により決定してお

ります。

　e．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

取締役が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査役が会社法第399条第１項の同意をした理

由は、監査法人の評価に基づき、監査法人より受け取った監査計画を検討し、監査役会として協議した結果、

同意しております。

 
(4) 【役員の報酬等】

①　取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の報酬等について、判断の客観性と透明性を高めるため、社外取締役を含む役員報酬委員会を

設置しております。当社は、「取締役報酬の方針」について、役員報酬委員会の審議、答申を踏まえ、取締役会

の決議により定めております。各取締役の報酬等の額は、当該方針等に基づく役員報酬委員会の審議、答申を踏

まえ、取締役会の決議により決定しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の具体的な内容については、業績連動報酬として各事業年度の連結経常利益、親会社

株主に帰属する当期純利益、ROE等の業績を評価することとしております。当該指標を選定した理由は、当社は企

業価値の持続的な向上を図るためには、総合的な収益力の向上が重要であると判断しているためであります。当

事業年度における当該指標の連結実績は、連結経常利益3,773百万円、親会社株主に帰属する当期純利益3,220百

万円、ROE12.5％となりました。

また、固定報酬として代表取締役社長を100とする連動方式による職位別年間固定報酬を定めております。その

結果、報酬構成割合は、標準的な業績の場合、おおよそ「固定報酬：業績連動報酬＝70％：30％」となります。

なお、監査役の報酬は、経営に対する独立性、客観性を重視する観点から固定報酬のみで構成され、各監査役

の報酬額は、監査役の協議によって決定しております。

②　取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の報酬の額は、2019年６月18日開催の第96回定時株主総会において年額144,000千円以内（うち社外取締

役分は年額30,000千円以内）と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。当該定時株

主総会終結時点の取締役会の員数は７名（うち、社外取締役は３名）であります。

監査役の報酬の額は、2014年６月18日開催の第91回定時株主総会において年額36,000千円と決議しておりま

す。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名であります。
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③　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員の
員数（名）固定報酬 業績連動報酬

取締役
(社外取締役を除く。)

47 28 18 4

監査役
(社外監査役を除く。)

21 21 ― 1

社外役員 26 26 ― 6

 

(注) １　上記の支給人員及び報酬等には、2025年６月24日付で退任した取締役３名の報酬等４百万円を含んでおりま

す。

④ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、投資株式の区分については、株式価値の変動及び配当の受領によって利益を目的として保有する株式

を純投資株式とし、それ以外の株式を純投資以外の目的で保有する政策保有株式としております。

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は、持続的な成長と社会価値、経済的価値を高めるため、業務提携、原材料の安定調達など経営戦略の

一環として、また、取引先との良好な関係を構築し、事業活動の展開拡大やその推進を図るために必要と判断

する企業の株式を保有しております。

政策保有の意義が薄れたと考えられる株式については、できる限り速やかに処分等を行う方針のもと、資産

活用委員会にて保有意義やリスクを検証し、取締役会に保有株式が当社グループの持続的な成長や企業価値向

上に資すると認められるか否か報告しております。なお、株主として相手先企業との対話を行い、保有意義が

妥当かどうかの判断材料としております。

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 6 855

非上場株式以外の株式 17 4,291
 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額(百万円)

株式数の増加の理由

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 2 546 購入したことによる増加
 

 
（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額(百万円)

非上場株式 ― ―

非上場株式以外の株式 5 488
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ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

 

特定投資株式

 

銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

㈱ヤクルト本社

205,588 204,810
営業取引強化、取引先との良好な関係を構
築するため保有しております。業務提携は
ありません。事業取引の関係性を考慮し、
保有効果があると判断しております。取引
先持株会に参加しており、毎月定期購入し
ております。

有

546 584

㈱しずおかフィナン
シャルグループ

289,485 289,485
銀行取引強化、取引関係の維持・拡大のた
め保有しております。業務提携はありませ
ん。事業取引の関係性を考慮し、保有効果
があると判断しております。

有
741 469

東洋水産㈱
50,000 50,000

営業取引強化、取引先との良好な関係を構
築するため保有しております。業務提携は
ありません。事業取引の関係性を考慮し、
保有効果があると判断しております。

有
550 439

森永乳業㈱
132,000 132,000

営業取引強化、取引先との良好な関係を構
築するため保有しております。業務提携は
ありません。事業取引の関係性を考慮し、
保有効果があると判断しております。

無
628 411

山崎製パン㈱
98,000 98,000

営業取引強化、取引先との良好な関係を構
築するため保有しております。業務提携は
ありません。事業取引の関係性を考慮し、
保有効果があると判断しております。

無
347 282

福山通運㈱
49,312 49,312

安定株主確保を目的として保有しておりま
す。業務提携はありません。事業活動の展
開拡大やその推進を図るため、保有効果が
あると判断しております。

有
261 178

㈱協和日成
101,000 101,000

安定株主確保を目的として保有しておりま
す。業務提携はありません。事業活動の展
開拡大やその推進を図るため、保有効果が
あると判断しております。

有
139 135

光ビジネスフォーム
㈱

100,000 100,000
安定株主確保を目的として保有しておりま
す。業務提携はありません。事業活動の展
開拡大やその推進を図るため、保有効果が
あると判断しております。

有
117 84

兼松㈱

55,210 27,605
営業取引強化、取引先との良好な関係を構
築するため保有しております。業務提携は
ありません。事業取引の関係性を考慮し、
保有効果があると判断しております。ま
た、株式分割により株式数が増加しており
ます。

有

121 69

ケイヒン㈱
14,437 14,437

安定株主確保を目的として保有しておりま
す。業務提携はありません。事業活動の展
開拡大やその推進を図るため、保有効果が
あると判断しております。

有
39 33

㈱マルイチ産商
30,000 30,000

営業取引強化、取引先との良好な関係を構
築するため保有しております。業務提携は
ありません。事業取引の関係性を考慮し、
保有効果があると判断しております。

無
35 33

㈱ウッドワン
30,408 30,408

安定株主確保を目的として保有しておりま
す。業務提携はありません。事業活動の展
開拡大やその推進を図るため、保有効果が
あると判断しております。

無
29 28

㈱清水銀行
9,700 9,700

銀行取引強化、取引関係の維持・拡大のた
め保有しております。業務提携はありませ
ん。事業取引の関係性を考慮し、保有効果
があると判断しております。

有
23 14

DM 三 井製糖ホール
ディングス㈱

4,100 4,100
営業取引強化、取引先との良好な関係を構
築するため保有しております。精製糖の生
産に関する業務提携をしております。事業
取引の関係性を考慮し、保有効果があると
判断しております。

無

13 13
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塩水港精糖㈱

1,360,000 10,000
営業取引強化、取引先との良好な関係を構
築するため保有しております。精製糖の共
同生産に関する業務提携をしております。
事業取引の関係性を考慮し、保有効果があ
ると判断しております。

有

693 3

㈱サカタのタネ-
― 117,100

営業取引強化、取引先との良好な関係を構
築するため保有しておりましたが、継続保
有意義を検討した結果、純投資株式に区分
を変更し、売却しております。

有
― 395

㈱ブルボン
― 70,000

営業取引強化、取引先との良好な関係を構
築するため保有しておりましたが、継続保
有意義を検討した結果、純投資株式に区分
を変更し、売却しております。

無
― 177

B-Rサーティワンアイ
スクリーム㈱

― 25,000
営業取引強化、取引先との良好な関係を構
築するため保有しておりましたが、継続保
有意義を検討した結果、純投資株式に区分
を変更し、売却しております。

無
― 99

㈱伊藤園
― 45,400

営業取引強化、取引先との良好な関係を構
築するため保有しておりましたが、継続保
有意義を検討した結果、純投資株式に区分
を変更し、売却しております。

無
― 145

エバラ食品工業㈱
― 43,000

営業取引強化、取引先との良好な関係を構
築するため保有しておりましたが、継続保
有意義を検討した結果、純投資株式に区分
を変更し、売却しております。

無
― 119
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③　保有目的が純投資目的である投資株式

 

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計
上額の合計額
(百万円)

銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計
上額の合計額
(百万円)

非上場株式 ― ― ― ―

非上場株式以外の株式 2 2,666 1 933
 

 

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額(百万円)

売却損益の
合計額(百万円)

評価損益の
合計額(百万円)

非上場株式 ― ― (注)

非上場株式以外の株式 57 ― 2,449
 

 (注)非上場株式については、市場価額がないことから「評価損益の合計額」は記載しておりません。

 
④　当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

　該当事項はありません。

 

⑤　当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変

更したもの

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
（百万円）

変更した
事業年度

変更の理由及び変更後の保有又
は売却に関する方針

豊田通商㈱ 374,589 2,228 2025年３月期

安定株主確保のため双方持合と
して保有しておりましたが、継
続保有意義を検討した結果、純
投資株式に区分を変更しており
ます。

日本精化㈱ 180,000 437 2026年３月期

営業取引強化、取引先との良好

な関係を構築するため保有して

おりましたが、継続保有意義を

検討した結果、純投資株式に区

分を変更しております。
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５ 【従業員の状況等】

(1) 【人材戦略に関する基本方針等】

 　①戦略

 当社グループは、長期ビジョンである「NEXT VISION 2040」の実現に向け、2024年度～2028年度を対象 とする中

期経営計画において、人的資本への戦略的かつ継続的な投資を重要な経営課題として位置付けています。単なる人員

確保に留まらず、中長期の企業価値向上に直結する「人材の質」と「組織力」の強化を目的に、長期的な視点で人的

資本経営を推進しています。

　その中核施策として、人的資本に関するKPIを設定し、採用・育成・配置・定着といった各プロセスにおける定量

的なマネジメントを徹底しています。これにより、人材投資の成果を可視化するとともに、データに基づいた意思決

定を可能とし、施策の高度化と改善サイクルの加速を実現しています。

　また、エンゲージメントサーベイを定期的に実施し、従業員の意欲や組織への貢献意識、職場環境に対する満足度

を多角的に把握しています。その結果を分析し、組織課題の特定と改善施策の立案・実行につなげることで、人的資

本への投資効果を継続的に検証・向上させています。これらの取り組みにより、従業員一人ひとりが最大限に能力を

発揮できる環境づくりを推進しています。

　さらに、持続的な成長を支える基盤として、次世代を担う人材の育成にも注力しています。選抜型・階層別研修や

実践型の育成プログラムを通じて、専門性とマネジメント力の両面を強化し、変化の激しい経営環境に対応できる

リーダー人材の計画的な輩出を進めています。

　これらの一連の取り組みを通じて、人的資本を競争優位の源泉とし、「NEXT VISION 2040」の達成に向けた持続的

な企業価値の向上を実現していきます。

 
　②経営戦略と人材戦略の関連性

 

 

　③戦略的人材育成の具体的な取り組み

   ＜グローバル人材育成＞

 グローバル人材の育成強化を目的として、大手英会話スクールと連携した英語研修プログラムを導入し、定期的な

英会話受講機会を提供しています。個々のレベルに応じた継続的な学習環境を整備することで、実務に直結する英語

コミュニケーション能力の向上を図っています。また、英語を実践的に活用する場として、社内における英語イベン

トや交流機会を定期的に設けることで、習得したスキルの定着と活用を促進しています。これらの取り組みにより、

将来的な海外展開やグローバルビジネスに対応可能な人材基盤の構築を進めています。

　 ＜経営人材育成＞
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　当社では、従来の階層別研修に加え、経営視点を備えた人材の育成を重点課題と位置付け、マネジメント力の強化

に特化した経営人材育成研修を実施しています。本研修では、組織運営や意思決定、リーダーシップ発揮に必要な知

識・スキルの習得に加え、実務に即したケーススタディやディスカッションを通じて、現場で活用できる実践力を養

成しています。これにより、事業環境の変化に柔軟に対応し、組織を牽引できる次世代の経営人材の計画的な育成を

推進しています。　　　

   ＜働き方改革＞

 多様な価値観やライフスタイルに対応した柔軟な働き方の実現に向け、従来の総合職に加え、新たにエリア職およ

び専門職を導入しました。これにより、勤務地や業務領域、キャリア志向に応じた多様な選択肢を提供し、一人ひと

りが自身の強みを活かして働ける環境を整備しています。また、キャリアステージや働き方の変化に応じて職種転換

が可能な制度を構築することで、中長期的なキャリア形成を支援しています。これらの取り組みにより、従業員の満

足度向上と人材の定着・活躍を促進し、組織全体の生産性向上につなげています。

 
　④従業員の給与その他の給付の額及び内容

　当社では、基本給および職能給を基礎とした月例給与体系を採用しております。基本給は職位および役割に基づき

設定し、職能給は従業員一人ひとりの職務遂行能力や専門性の発揮度合いに応じて決定される仕組みとしており、役

割と能力の双方を反映した公平かつ納得性の高い給与体系となっています。

　新人事制度により、職務区分および職位体系の見直しを行い、従来の年功的要素に偏らない、職務内容・責任範

囲・成果に基づく報酬設計へと転換しています。これにより、社員の能力発揮や成長が直接的に処遇へ反映される構

造となっています。

　また、資格取得等に対する手当については、各所属部門の業務特性を踏まえた詳細な基準を設け、当該資格が業務

遂行に与える影響や専門性の水準に応じて、一時金または月額手当として支給します。これにより、実務に活用可能

な知識・技能の習得を促進し、それらが適切に報酬へ反映される仕組みとしています。

　賞与につきましては、従来の定性的評価（行動特性、組織貢献等）に加え、目標達成度等の成果を可視化した定量

評価を新たに導入し、両者を組み合わせた評価結果に基づき支給額を決定します。これにより、個々の成果および貢

献度をより客観的かつ透明性高く反映し、実力主義に基づいたメリハリのある処遇を実現します。

　当社は本制度を通じて、社員一人ひとりの主体的な成長と挑戦を促し、その成果が適切に評価・報酬へと結びつく

仕組みの構築を目指してまいります。
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(2) 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2026年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

糖類 15（0）

機能性素材 201（16）

不動産 ― 

その他 4 

全社(共通) 34（4）

合計 254（20）
 

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数の(　)は、臨時従業員の年間平均雇用人員で外数であります。

３　全社(共通)は、親会社の管理部門及び研究開発に係る従業員であります。

(2) 提出会社の状況

2026年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)
平均年間給与の対前
事業年度増減率(％)

70（13） 40.7 12.4 8,759 111.9
 

 
セグメントの名称 従業員数(名)

糖類 14 (1)

機能性素材 22（7）

不動産 ― 

全社(共通) 34（5）

合計 70（13）
 

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数の(　)は、臨時従業員の年間平均雇用人員で外数であります。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４　全社(共通)は、管理部門及び研究開発に係る従業員であります。

(3) 労働組合の状況

労働組合の状況は下記のとおりであります。

１　名称　：　フジ日本労働組合

２　組合員数   49名

３　労働組合との間に特記すべき事項はありません。

なお、子会社には労働組合はありませんが、労使関係は良好に推移しております。

(4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

　　提出会社

当事業年度

管理職に占める
女性労働者
の割合(％)
(注)

男性労働者の
育児休業
取得率(％)
 

労働者の男女の
賃金の差異(％)(注)

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

7.14 100 74.5 83.6 28.6
 

(注)「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

EDINET提出書類

フジ日本株式会社(E00360)

有価証券報告書

 49/117



第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。）

に基づいて作成しております。

 
(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 
(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2025年４月１日から2026年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び事業年度（2025年４月１日から2026年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任監査法

人トーマツにより監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、適宜セミナー等に参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,644 8,243

  受取手形、売掛金及び契約資産 ※1  4,239 ※1  3,947

  商品及び製品 3,084 3,208

  仕掛品 123 129

  原材料及び貯蔵品 1,535 1,652

  リース投資資産 946 938

  その他 1,127 1,201

  貸倒引当金 △3 △3

  流動資産合計 17,696 19,317

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 256 305

   機械装置及び運搬具（純額） 326 475

   土地 ※4  1,783 ※4  1,783

   建設仮勘定 92 709

   その他（純額） 154 149

   有形固定資産合計 ※2  2,613 ※2  3,424

  無形固定資産   

   その他 32 67

   無形固定資産合計 32 67

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※3  11,338 ※3  13,618

   関係会社長期貸付金 1,583 1,740

   退職給付に係る資産 171 275

   その他 327 291

   貸倒引当金 △2 △2

   投資その他の資産合計 13,418 15,923

  固定資産合計 16,065 19,414

 資産合計 33,761 38,732
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,608 1,889

  短期借入金 2,158 1,693

  １年内返済予定の長期借入金 312 312

  未払法人税等 671 646

  未払消費税等 271 57

  賞与引当金 167 185

  その他 ※5  606 ※5  744

  流動負債合計 5,795 5,528

 固定負債   

  長期借入金 2,348 2,928

  繰延税金負債 1,129 1,737

  資産除去債務 76 79

  その他 ※4  538 ※4  515

  固定負債合計 4,092 5,260

 負債合計 9,887 10,788

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,524 1,524

  資本剰余金 2,048 2,048

  利益剰余金 17,743 20,091

  自己株式 △16 △16

  株主資本合計 21,299 23,647

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,506 3,879

  為替換算調整勘定 △14 274

  退職給付に係る調整累計額 36 99

  その他の包括利益累計額合計 2,528 4,253

 非支配株主持分 46 43

 純資産合計 23,874 27,944

負債純資産合計 33,761 38,732
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
　至 2026年３月31日)

売上高 ※1  28,209 ※1  28,443

売上原価 ※2  20,605 ※2  20,284

売上総利益 7,604 8,159

販売費及び一般管理費 ※3,※4  4,371 ※3,※4  4,605

営業利益 3,232 3,554

営業外収益   

 受取利息 37 49

 受取配当金 213 206

 為替差益 － 6

 持分法による投資利益 187 －

 その他 40 45

 営業外収益合計 479 307

営業外費用   

 支払利息 40 70

 持分法による投資損失 － 3

 為替差損 13 －

 その他 6 14

 営業外費用合計 60 87

経常利益 3,651 3,773

特別利益   

 固定資産売却益 ※5  49 ※5  0

 投資有価証券売却益 378 518

 ゴルフ会員権売却益 40 －

 特別利益合計 468 518

特別損失   

 固定資産売却損 ※6  235 －

 固定資産除却損 ※7  14 ※7  0

 減損損失 ※8  93 －

 投資有価証券売却損 5 －

 投資有価証券評価損 52 0

 特別損失合計 401 1

税金等調整前当期純利益 3,718 4,291

法人税、住民税及び事業税 922 1,078

法人税等調整額 △14 △3

法人税等合計 907 1,074

当期純利益 2,810 3,216

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △35 △3

親会社株主に帰属する当期純利益 2,845 3,220
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
　至 2026年３月31日)

当期純利益 2,810 3,216

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △774 1,373

 為替換算調整勘定 △16 30

 退職給付に係る調整額 15 63

 持分法適用会社に対する持分相当額 △3 258

 その他の包括利益合計 ※1  △779 ※1  1,725

包括利益 2,030 4,942

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 2,066 4,945

 非支配株主に係る包括利益 △35 △3
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 2024年４月１日　至 2025年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,524 2,102 17,608 △717 20,517

当期変動額      

剰余金の配当   △859  △859

親会社株主に帰属する

当期純利益
  2,845  2,845

自己株式の取得    △1,233 △1,233

自己株式の処分  22  7 29

自己株式の消却  △1,926  1,926 －

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
 △1   △1

利益剰余金から資本剰

余金への振替
 1,851 △1,851  －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － △53 134 700 781

当期末残高 1,524 2,048 17,743 △16 21,299
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 3,280 5 20 3,307 26 23,851

当期変動額       

剰余金の配当      △859

親会社株主に帰属する

当期純利益
     2,845

自己株式の取得      △1,233

自己株式の処分      29

自己株式の消却      －

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
     △1

利益剰余金から資本剰

余金への振替
     －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△774 △19 15 △779 20 △758

当期変動額合計 △774 △19 15 △779 20 22

当期末残高 2,506 △14 36 2,528 46 23,874
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 当連結会計年度(自 2025年４月１日　至 2026年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,524 2,048 17,743 △16 21,299

当期変動額      

剰余金の配当   △872  △872

親会社株主に帰属する

当期純利益
  3,220  3,220

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分     －

自己株式の消却     －

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
    －

利益剰余金から資本剰

余金への振替
    －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － － 2,348 △0 2,348

当期末残高 1,524 2,048 20,091 △16 23,647
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 2,506 △14 36 2,528 46 23,874

当期変動額       

剰余金の配当      △872

親会社株主に帰属する

当期純利益
     3,220

自己株式の取得      △0

自己株式の処分      －

自己株式の消却      －

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
     －

利益剰余金から資本剰

余金への振替
     －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,373 288 63 1,725 △3 1,721

当期変動額合計 1,373 288 63 1,725 △3 4,069

当期末残高 3,879 274 99 4,253 43 27,944
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
　至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 3,718 4,291

 減価償却費 189 194

 減損損失 93 －

 賞与引当金の増減額（△は減少） △6 17

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 0

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △25 △17

 ゴルフ会員権売却損益（△は益） △40 －

 受取利息及び受取配当金 △251 △255

 支払利息 40 70

 為替差損益（△は益） 7 △6

 持分法による投資損益（△は益） △187 3

 固定資産除却損 14 0

 固定資産売却損益（△は益） 186 △0

 投資有価証券売却損益（△は益） △373 △518

 投資有価証券評価損 52 0

 売上債権の増減額（△は増加） △76 332

 棚卸資産の増減額（△は増加） 749 △206

 未収入金の増減額（△は増加） 2 －

 リース投資資産の増減額（△は増加） 7 8

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △89 △11

 仕入債務の増減額（△は減少） △452 262

 未払消費税等の増減額（△は減少） 233 △214

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △57 97

 その他の固定負債の増減額（△は減少） △10 △4

 その他 △5 79

 小計 3,710 4,124

 利息及び配当金の受取額 270 282

 利息の支払額 △50 △78

 法人税等の支払額 △606 △1,114

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,323 3,213
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
　至 2026年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の売却及び償還による収入 662 1,006

 投資有価証券の取得による支出 △2,902 △546

 有形固定資産の取得による支出 △221 △957

 有形固定資産の売却による収入 571 2

 無形固定資産の取得による支出 △5 △46

 有形固定資産の除却による支出 △86 －

 資産除去債務の履行による支出 △19 －

 ゴルフ会員権の売却による収入 61 －

 定期預金の預入による支出 － △1,000

 長期貸付けによる支出 △520 △1,020

 長期貸付金の回収による収入 932 839

 預り保証金の返還による支出 △18 △16

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,546 △1,738

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △991 △524

 長期借入れによる収入 2,652 747

 長期借入金の返済による支出 － △312

 自己株式の取得による支出 △1,233 △0

 非支配株主からの払込みによる収入 60 －

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

△4 －

 リース債務の返済による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △859 △872

 財務活動によるキャッシュ・フロー △376 △962

現金及び現金同等物に係る換算差額 △31 86

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,369 598

現金及び現金同等物の期首残高 5,274 6,644

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  6,644 ※1  7,243
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数　6社

 フジ日本商事㈱

　ユニテックフーズ㈱

　Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.

　FUJI NIHON (Thailand) Co.,Ltd.

　UNITEC FOODS KOREA Co.,Ltd.

㈱Tastable

２　持分法の適用に関する事項

(1)持分法適用関連会社　7社

　太平洋製糖㈱

　マ・マーマカロニ㈱

　南栄糖業㈱

DAY PLUS (THAILAND) Co.,Ltd.

上海唯霓食品有限公司

Thai Wah Fuji Nihon Company Ltd.

Thai Nam Tapioca Co.,Ltd.

(2) 持分法適用会社の事業年度に関する事項

持分法適用会社のうち、DAY PLUS（THAILAND）Co.,Ltd.、上海唯霓食品有限公司、Thai Wah Fuji Nihon

Company Ltd.及びThai Nam Tapioca Co.,Ltd.の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成に当たっては

同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な差異については連結上必要な調整を行っておりま

す。また、南栄糖業㈱の決算日は６月30日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、12月31日現在で実施し

た仮決算に基づく財務諸表を使用しており、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、FUJI NIHON (Thailand) Co.,Ltd.の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成に当

たっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な差異については連結上必要な調整を行っ

ております。なお、その他連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ)有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)によっております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

(ロ)デリバティブ

時価法によっております。
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(ハ)棚卸資産

商品

主として移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法)によっておりま

す。

製品、仕掛品、原材料

先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

貯蔵品

移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法) によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ)有形固定資産

当社及び国内連結子会社は、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法、その他の有形固定資産については定率法によって

おります。

また、在外連結子会社については、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物　　　13～50年

　機械装置及び運搬具　８～10年

(ロ)無形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、自社利用のソフトウエア５年であります。

(3) ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法によっております。

(4) 重要な引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(ロ)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。

(5) 収益及び費用の計上基準

(イ)収益の認識方法

当社グループは、顧客との契約に含まれる別個の財又はサービスを認識し、これを取引単位として履行義務を

識別しております。

履行義務の識別に当たっては、本人か代理人かの検討を行い、自らの履行義務の性質が、特定された財又は

サービスを移転する前に支配し自ら提供する履行義務である場合には、本人として収益を対価の総額で連結損益

計算書に表示しており、特定された財又はサービスが他の当事者によって提供されるように手配する履行義務で

ある場合には、代理人として収益を手数料又は報酬の額もしくは対価の純額で連結損益計算書に表示しておりま

す。

取引価格は、約束した財又はサービスの顧客への移転と交換に当社グループが権利を得ると見込んでいる対価

の金額であり、当社グループが第三者のために回収する額を除いております。また、顧客から取引の対価は、財

又はサービスを顧客に移転する時点から概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

(ロ)主な取引における収益の認識

　　①商品及び製品販売に係る収益

当社グループでは、精製糖及び液糖、食品添加物、切花活力剤、機能性食品素材、製パンなどの販売を行って

おります。これら商品及び製品販売に係る収益については、引き渡し時点において、顧客が当該商品や製品に対

する支配を獲得、履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
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②サービス及びその他の販売に係る収益

サービス及びその他の販売に係る収益には、不動産事業における不動産賃貸収入、受託加工などの収益が含ま

れております。顧客へ移転することを約束したサービスの識別を行い、個別に会計処理される履行義務を識別

し、履行義務が要件を満たす場合に限り、その基礎となるサービスの履行義務の充足を一時点又は一定期間にわ

たり認識しております。

なお、これら収益は、顧客との契約において約束された対価、値引、割戻、その他顧客から受領する別個の財

又はサービスと交換に支払われるものでないと判断された対価を控除した金額で測定しております。

(6) 退職給付に係る会計処理の方法

(イ)退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

(ロ)数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より損益処理することとしております。

(7) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、各社決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における「為替換算調整勘定」及び「非支配株主持

分」に含めております。

(8) 重要なヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については振当処理により、特例処理の要件を満たしている

金利スワップについては特例処理によっております。

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

a　ヘッジ手段：為替予約取引

ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務

b　ヘッジ手段：金利スワップ取引

ヘッジ対象：借入金の利息

(ハ)ヘッジ方針

主として原料糖の輸入取引に係る為替変動リスクを回避するために、外貨建金銭債権債務の残高の範囲内で、

また、借入金の金利変動リスクを回避するために借入金残高の範囲内で、それぞれヘッジ取引を行っておりま

す。

また、デリバティブ取引の利用に当たっては、当社のデリバティブ管理規程に従い行っております。

なお、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場

変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎として判断しております。

なお、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、その判定をもって有効性の評価を省略

しております。

(9) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現する期間を見積り、合理的な年数で均等償却しております。

(10) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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(重要な会計上の見積り)

機能性素材事業におけるイヌリン商品及び製品、並びに仕掛品の評価

１.当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

 前連結会計年度 当連結会計年度

商品及び製品 769百万円 601百万円

仕掛品 21 43
 

　なお、当該商品及び製品、並びに仕掛品について在庫評価損を前連結会計年度は11百万円、当連結会計年度は

０百万円計上しております。

２．見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

　　①見積方法

　機能性食品素材として製造・販売しているイヌリン商品及び製品は、設定されている賞味期限内で予定販売数

量を用いて販売可能性を評価しております。見積りに用いる予定販売数量は、取締役会にて承認された翌連結会

計年度の販売計画を基礎としております。

　　②主要な仮定

　販売可能性の評価に用いられる予定販売数量は、機能性食品市場の需要見込みや類似機能を有する競合商品の

販売開発状況等の一定の仮定に基づいて作成され、当該仮定は主観性を伴うものであります。

 ③影響

　見積りにおいて用いた仮定が、将来の不確実性な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌連結

会計年度以降の連結財務諸表において、追加の損失が発生する可能性があります。

 
(会計方針の変更)

 該当事項はありません。
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(未適用の会計基準等)

　・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員

会）　等

１．概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全て

のリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえ

た検討が行われ、基本的な方針として、国際財務報告基準（IFRS）第16号「リース」（以下「IFRS第16号」とい

う。）の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な

定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、

基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されました。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナ

ンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係

る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

２．適用予定日

2028年３月期の期首から適用します。

３．当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。

 
(追加情報)

（持分法適用に係る暫定的な会計処理の確定）

　当社は、前連結会計年度末よりThai Wah Fuji Nihon Company Ltd.及びThai Nam Tapioca Co.,Ltd.を持分法の適

用対象に含めております。前連結会計年度においては、取得原価の配分が未了であったため、暫定的な会計処理を

行っておりましたが、当連結会計年度において取得原価の配分が確定いたしました。

　これに伴い、当連結会計年度においてのれん相当額209百万円を認識しております。なお、当該のれん相当額の償

却期間は９年としております。

 
(連結貸借対照表関係)

※１　受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ以下のと

おりであります。

 前連結会計年度
 (2025年３月31日)

当連結会計年度
 (2026年３月31日)

受取手形 6百万円 6百万円

売掛金 4,233 3,940

契約資産 － －
 

 
※２ 有形固定資産の減価償却累計額

 前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

 2,881百万円 3,111百万円
 

 
※３ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

投資有価証券(株式) 5,317百万円 5,547百万円
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※４ 担保に供されている資産及びこれに対応する債務

借主に対する敷金返還義務

(担保に供している資産)

 前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

土地 145百万円 145百万円
 

 
(対応債務)

 前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

長期預り保証金 57百万円 57百万円
 

なお、上記長期預り保証金は、固定負債「その他」に含まれております。

 
※５ 流動負債の「その他」のうち、契約負債の金額は、以下のとおりであります。

 前連結会計年度
 (2025年３月31日)

当連結会計年度
 (2026年３月31日)

 

契約負債 1百万円 －百万円
 

 

 

　６ 偶発債務

債務保証

次の関係会社について、金融機関等からの借入に対し債務保証を行っております。

 前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

太平洋製糖㈱ 87百万円 37百万円

DAY PLUS(THAILAND)CO.,Ltd.
(外貨建)

721
(164百万バーツ)

748
(154百万バーツ)

精糖工業会 23 11
 

　（注）精糖工業会は、前連結会計年度は他社合併により３社による連帯保証であります。当連結会計年度は、新た

に他社１社が加わり当社を含め４社による連帯保証であります。債務保証の総額は、前連結会計年度が71百

万円、当連結会計年度は47百万円であります。

 
(連結損益計算書関係)

※１ 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（セグメント情報等）３　報告セグメントごとの売上高、

利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報」に記載しております。

 
※２ 期末棚卸高は収益性の低下による簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

す。

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

11百万円 0百万円
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※３　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次のとおりであります。

 前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

販売手数料 10百万円 4百万円

貸倒引当金繰入額 △0 0 

運賃 789 882 

役員報酬 156 170 

執行役員報酬 170 162 

給料手当 870 988 

減価償却費 88 92 

賞与引当金繰入額 151 174 

退職給付費用 37 21 

租税公課 122 114 
 

 
※４　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

 前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

 93百万円 115百万円

 

 
※５　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

土地 49百万円 －百万円

その他（有形固定資産） － 0 

計 49 0 
 

 
※６　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

 前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

建物及び構築物 0百万円 －百万円

土地 234 － 

計 235 － 
 

 
※７　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

 前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

建物及び構築物 1百万円 －百万円

機械装置及び運搬具 0 0 

その他（有形固定資産） － － 

その他（無形固定資産） 12 － 

計 14 0 
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※８ 減損損失

前連結会計年度(自　2024年４月１日 至　2025年３月31日)

 当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類

静岡県静岡市 食品添加物生産設備 建物及び構築物等

静岡県静岡市 機能性食品一般設備 建物及び構築物等

静岡県静岡市 切花活力剤生産設備 建物及び構築物等

東京都中央区 機能性食品生産設備 建物及び構築物等
 

当社グループは、会社又は管理会計上の区分に基づいて事業用資産をグルーピングしており、一部の事業

用資産について事業活動から生ずる収益が継続してマイナスまたは継続してマイナスとなる見込みであるこ

とから、各資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(93百万円）として特

別損失に計上しました。なお、当該資産の回収可能価額はゼロとして算定しております。

　　 減損損失の内訳は、以下のとおりであります。

種類 金額(百万円)

建物及び構築物    71

機械装置及び運搬具     14

その他（有形固定資産）     6

その他（無形固定資産）     1

計    93
 

 
当連結会計年度(自　2025年４月１日 至　2026年３月31日)

　該当事項はありません。
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(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

その他有価証券評価差額金     

  当期発生額 △733百万円 2,522百万円

  組替調整額 △320 △517 

   法人税等及び税効果調整前 △1,054 2,004 

    法人税等及び税効果額 279 △631 

    その他有価証券評価差額金 △774 1,373 

為替換算調整勘定     

　当期発生額 △16 30 

　組替調整額 － － 

　　為替換算調整勘定 △16 30 

退職給付に係る調整額     

  当期発生額 19 89 

　組替調整額 2 4 

　　法人税等及び税効果調整前 22 93 

    法人税等及び税効果額 △7 △30 

   退職給付に係る調整額 15 63 

持分法適用会社に対する持分相当額     

当期発生額 △3 258 

その他の包括利益合計 △779 1,725 
 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

　普通株式 (注)１ 29,748,200 － 4,029,500 25,718,700

　合計 29,748,200 － 4,029,500 25,718,700

自己株式     

　普通株式 (注)２,３ 2,896,393 1,230,091 4,059,000 67,484

　合計 2,896,393 1,230,091 4,059,000 67,484
 

(注)　１　普通株式の発行済株式の減少4,029,500株は、取締役会決議による自己株式の消却による減少

　　　　　4,029,500株であります。

　　　２　普通株式の自己株式の株式数の増加1,230,091株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加

　　　　　1,229,500株、譲渡制限付株式報酬対象者が退職したことに伴う無償取得による増加500株、単元未満

　　　　　株式の買取りによる増加91株であります。

　　　３　普通株式の自己株式の株式数の減少4,059,000株は、取締役会決議による自己株式の消却による減少

　　　　　4,029,500株、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少29,500株であります。
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２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年５月21日
取締役会

普通株式 456 17.00 2024年３月31日 2024年６月10日

2024年10月31日
取締役会

普通株式 403 15.00 2024年９月30日 2024年12月６日
 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年５月20日
取締役会

普通株式 利益剰余金 487 19.00 2025年３月31日 2025年６月９日
 

 
当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

　普通株式 (注)１ 25,718,700 25,718,700 － 51,437,400

　合計 25,718,700 25,718,700 － 51,437,400

自己株式     

　普通株式 (注)２ 67,484 69,744 － 137,228

　合計 67,484 69,744 － 137,228
 

(注)　１　普通株式の発行済株式の増加25,718,700株は、2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株

式分割を行ったことによるものです。

　　　２　普通株式の自己株式の株式数の増加69,744株は、2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で

株式分割を行ったことによるもの67,583株、譲渡制限付株式報酬対象者が退職したことに伴う無償取得

による増加2,000株、単元未満株式の買取りによる増加161株であります。

 
２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2025年５月20日
取締役会

普通株式 487 19.00 2025年３月31日 2025年６月９日

2025年10月31日
取締役会

普通株式 384 15.00 2025年９月30日 2025年12月８日
 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年５月19日
取締役会

普通株式 利益剰余金 538 10.50 2026年３月31日 2026年６月８日
 

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

現金及び預金勘定 6,644百万円 8,243百万円

預入期間が３か月を超える定期預
金

－ △1,000 

現金及び現金同等物 6,644 7,243 
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(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

（貸主側）

(1) リース投資資産の内訳

①  流動資産

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

リース料債権部分 2,135 2,080

受取利息相当額 △1,189 △1,142

リース投資資産 946 938
 

 

(2) リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の連結会計年度末日後の回収予定額

①　流動資産

前連結会計年度（2025年３月31日）　

 (単位：百万円)

 

前連結会計年度
(2025年３月31日)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース投資資産 55 55 55 55 55 1,857
 

 
当連結会計年度（2026年３月31日）　

 (単位：百万円)

 

当連結会計年度
(2026年３月31日)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース投資資産 55 55 55 55 55 1,801
 

 

２　オペレーティング・リース取引

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

１年内 33 33

１年超 1,222 1,189

合計 1,256 1,222
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(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については一時的な余資を安全性の高い金融資産で行い、また、資金調達について

は必要な資金を銀行借入による方針であります。

　デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、リース投資資産は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク

に関しては、当社及び連結子会社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、

取引先の信用状況を１年ごとに把握する体制としております。

　有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する会社の株式であり、市場価格の変動リスク及び投資

先の信用リスクに晒されておりますが、当社の取締役会に時価や投資先の財務状況等を定期的に報告しておりま

す。

　長期貸付金は、主に当社が関係会社に対し行っているものであり、当社の取締役が当該関係会社の取締役会に

て定期的な業務遂行報告を受けております。

　営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日でありますが、その一部は原料糖の輸入に伴う為替変動リスク

に晒されており、当該リスクをヘッジするために為替予約取引を行っております。

　短期借入金は、主に運転資金に係る資金調達であります。また、長期借入金は、主にＭ＆Ａ及び設備投資に必

要な資金の調達を目的にしたものであります。

　デリバティブ取引の執行及び管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内規程に従い、担当部門

が行っております。また、定期的に取締役会に状況報告がなされております。

　なお、ヘッジ会計の方法等については「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計方針に関す

る事項 (8)重要なヘッジ会計の方法」を参照ください。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取

引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ

ん。

(4) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち27.9％が特定の大口顧客に対するものであります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金及び契約資産、買掛金、短期借入金、未払法人税等、並

びに未払消費税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価格と近似することから、注記を省略しております。

前連結会計年度(2025年３月31日) (単位：百万円)

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) リース投資資産 946 978 31

(2) 有価証券及び投資有価証券
5,145 5,145 －

　　　その他有価証券

(3) 関係会社長期貸付金(※１) 2,422 2,393 △28

資産計 8,514 8,517 3

(1) 長期借入金(※２) 2,660 2,664 4

負債計 2,660 2,664 4
 
 

(※１)関係会社長期貸付金には、１年内回収予定の長期貸付金839百万円(連結貸借対照表計上額)が含まれておりま

す。

(※２)長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金312百万円(連結貸借対照表計上額)が含まれております。

(※３)市場価格のない株式等は、「(2)有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結

貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 前連結会計年度（百万円）

非上場株式 875
 

 
当連結会計年度(2026年３月31日) (単位：百万円)

 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) リース投資資産 938 942 4

(2) 有価証券及び投資有価証券
7,202 7,202 －

　　　その他有価証券

(3) 関係会社長期貸付金(※１) 2,603 2,574 △28

資産計 10,743 10,719 △23

(1) 長期借入金(※２) 3,240 3,220 △19

負債計 3,240 3,220 △19
 

(※１)関係会社長期貸付金には、１年内回収予定の長期貸付金863百万円(連結貸借対照表計上額)が含まれておりま

す。

(※２)長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金312百万円(連結貸借対照表計上額)が含まれております。

(※３)市場価格のない株式等は、「(2)有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結

貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 881
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　　３　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     
その他有価証券     
株式 5,145 － － 5,145

その他 － － － －

資産計 5,145 － － 5,145
 

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     
その他有価証券     
株式 7,202 － － 7,202

その他 － － － －

資産計 7,202 － － 7,202
 

 

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

リース投資資産 － 978 － 978

関係会社長期貸付金 － 2,393 － 2,393

資産計 － 3,372 － 3,372

長期借入金 － 2,664 － 2,664

負債計 － 2,664 － 2,664
 

 
当連結会計年度（2026年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

リース投資資産 － 942 － 942

関係会社長期貸付金 － 2,574 － 2,574

資産計 － 3,517 － 3,517

長期借入金 － 3,220 － 3,220

負債計 － 3,220 － 3,220
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（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券及び投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル

１の時価に分類しております。

 
リース投資資産

　リース投資資産の時価については、リース受取料の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算出しており、レベル２の時価に分類しております。

 
関係会社長期貸付金

関係会社長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加

味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 
長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価

値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 
(注２)金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2025年３月31日)   (単位：百万円)

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 6,644 － － －

受取手形 6 － － －

売掛金 4,233 － － －

リース投資資産 8 37 59 841

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　その他 － － － －

関係会社長期貸付金 839 1,583 － －

合計 11,731 1,621 59 841
 

 
当連結会計年度(2026年３月31日)   (単位：百万円)

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 8,243 － － －

受取手形 6 － － －

売掛金 3,940 － － －

リース投資資産 8 39 62 827

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　その他 － － － －

関係会社長期貸付金 863 1,740 － －

合計 13,062 1,779 62 827
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(注３)短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2025年３月31日)   (単位：百万円)

区分 １年内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

短期借入金 2,158 － － －

長期借入金 312 1,660 687 －
 

 

当連結会計年度(2026年３月31日)   (単位：百万円)

区分 １年内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

短期借入金 1,693 － － －

長期借入金 312 1,835 1,093 －
 

 
(有価証券関係)

１　その他有価証券

前連結会計年度(2025年３月31日)

 種類
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 5,102 1,593 3,508

(2) 債券 － － －

(3) その他 － － －

小計 5,102 1,593 3,508

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 43 54 △11

(2) 債券 － － －

(3) その他 － － －

小計 43 54 △11

合計 5,145 1,647 3,497
 

　

当連結会計年度(2026年３月31日)

 種類
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 7,173 1,669 5,503

(2) 債券 － － －

(3) その他 － － －

小計 7,173 1,669 5,503

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 29 36 △7

(2) 債券 － － －

(3) その他 － － －

小計 29 36 △7

合計 7,202 1,706 5,495
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２　売却したその他有価証券

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 662 378 △5

債券 － － －

その他 － － －

合計 662 378 △5
 

　

当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 1,008 518 －

債券 － － －

その他 － － －

合計 1,008 518 －
 

 
３　償還されたその他有価証券

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

　該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

 該当事項はありません。

 
４　減損処理を行った有価証券

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

　前連結会計年度において、投資有価証券について52百万円の減損処理を行っております。

　なお、減損処理に当たっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行うこととしております。

　

当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

　当連結会計年度において、投資有価証券について０百万円の減損処理を行っております。

　なお、減損処理に当たっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行うこととしております。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度を採用しております。

確定給付企業年金制度では、退職金規程に基づく確定給付型の企業年金制度(キャッシュバランスプラン)を導入し

ております。当該制度では、加入者ごとに積立額及び年金額の原資に相当する仮想個人勘定を設けております。仮想

個人勘定には、主として市場金利の動向に基づく利息クレジットと、給与水準等に基づく拠出クレジットを累積して

おります。

なお、一部の連結子会社は、非積立型の確定拠出制度を採用しております。また、一部の連結子会社が有する退職

一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

 
２　確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

退職給付債務の期首残高 672百万円 593百万円
勤務費用 36 34 

利息費用 8 7 

数理計算上の差異の発生額 △58 △44 

退職給付の支払額 △65 △38 

退職給付債務の期末残高 593 552 
 

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

年金資産の期首残高 848百万円 821百万円
期待運用収益 42 41 

数理計算上の差異の発生額 △38 44 

事業主からの拠出額 27 27 
退職給付の支払額 △57 △34 

年金資産の期末残高 821 901 
 

 
(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 49百万円 56百万円

　退職給付費用 7 17 
　退職給付の支払額 － － 

退職給付に係る負債の期末残高 56 73 
 

 
(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

　産の調整表

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 650百万円 625百万円

年金資産 △821 △901 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △171 △275 
 

（注）簡便法を適用した制度を含みます。

 
(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

勤務費用 36百万円 34百万円

利息費用 8 7 

期待運用収益 △42 △41 

数理計算上の差異の費用処理額 2 4 

簡便法で計算した退職給付費用 7 17 

確定給付制度に係る退職給付費用 12 21 
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(6) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

数理計算上の差異 22百万円 93百万円

合計 22 93 
 

　

(7) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

未認識数理計算上の差異 52百万円 146百万円

合計 52 146 
 

 

(8) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

債券 26.6％ 9.7％

株式 42.0 21.9 

現金及び預金 2.3 1.6 

保険資産(一般勘定) 29.0 66.8 

その他 0.1 － 

合計 100.0 100.0 
 

 
②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 
(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

割引率 1.2％ 1.2％

長期期待運用収益率 5.0 5.0 
 

 
３　確定拠出制度

　　　連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

確定拠出制度への拠出額 28百万円 27百万円
 

 
(ストック・オプション等関係)

　　　該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

繰延税金資産     

賞与引当金 48百万円 58百万円

未払事業税 38 37 

棚卸資産評価損 7 3 

貸倒引当金 1 1 

投資有価証券評価損 45 32 

減損損失 81 21 

資産除去債務 22 24 

税務上の繰越欠損金(注)２ 262 198 

その他 19 51 

繰延税金資産小計 526 430 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額(注)２ △262 △198 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △117 △73 

評価性引当額小計(注)１ △379 △271 

繰延税金負債との相殺 △96 △159 

繰延税金資産合計 50 － 

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △1,152 △1,783 

退職給付に係る資産 △17 △47 

その他 △55 △65 

繰延税金負債合計 △1,225 △1,896 

繰延税金資産との相殺 96 159 

繰延税金負債の純額 △1,129 △1,737 
 

　(注)１　評価性引当額が108百万円減少しております。この主な内容は、税務上の繰越欠損金の減少によるものであり

ます。

     ２　税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 　　　　前連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内
 

（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
 

（百万円）

合計
 

（百万円）

税務上の繰越欠損金(a) － － 148 0 2 111 262

評価性引当額 － － △148 △0 △2 △111 △262

繰延税金資産 － － － － － － －
 

(a)　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 
 　　　　当連結会計年度（2026年３月31日）

 
１年以内
 

（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
 

（百万円）

合計
 

（百万円）

税務上の繰越欠損金(a) － 76 － 2 4 115 198

評価性引当額 － △76 － △2 △4 △115 △198

繰延税金資産 － － － － － － －
 

(a)　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

 
当連結会計年度
(2026年３月31日)

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2  0.3 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.0  △1.8 

受取配当金消去 0.8  1.7 

住民税均等割等 0.2  0.2 

子会社との税率差 △1.0  △1.1 

持分法による投資損益 △1.6  0.0 

試験研究費に係る税額控除 △1.9  △1.7 

人材確保等促進税制 △0.7  △0.5 

評価性引当額の増減 1.8  △2.7 

その他 △3.0  △0.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.4  25.0 
 

 
(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1)　当該資産除去債務の概要

オフィス等についての賃貸借契約に伴う原状回復義務に関して資産除去債務を計上しております。また、一

部の製造設備に使用されている有害物質の除去義務等に関しても資産除去債務を計上しております。

(2)　当該資産除去債務の金額の算定方法

オフィス等については、主に使用見込期間を取得から22年と見積り、割引率は1.7％を使用しております。ま

た、製造設備については、主に使用見込期間を当該資産の減価償却期間50年と見積り、割引率は2.2％を使用し

て、それぞれ資産除去債務の金額を計算しております。

(3)　当該資産除去債務の総額の増減

 

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

期首残高 92百万円 76 百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 1  

時の経過による調整額 0 0  

資産除去債務の履行による減少額 △14 －  

その他の増減額(△は減少) △0 －  

期末残高 76 79  
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(賃貸等不動産関係)

当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸用の土地を所有してお

ります。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は585百万円（賃貸収益は売上高、賃貸費用は

売上原価）、固定資産売却益は49百万円(特別利益に計上)、固定資産売却損は235百万円(特別損失に計上)でありま

す。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は583百万円（賃貸収益は売上高、賃貸費用は売上

原価）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は次のとおりであります。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 1,744 985

期中増減額 △759 △1

期末残高 985 983

期末時価 9,370 10,469
 

(注) １　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２　期中増減額のうち、前連結会計年度増減額の内訳は、売却による減少額757百万円、減価償却費による減少

額１百万円であります。当連結会計年度増減額は、減価償却費による減少額１百万円であります。

３　時価の算定方法は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書の鑑定評価額によっております。ただし、

第三者からの取得時や直近評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標

に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

 

(収益認識関係)

１ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）３ 報告セグメントごとの売

上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報」に記載のとおりであります。

２ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）４ 会計方針

に関する事項　（5） 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度

　　末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情

　　報

 
前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

 (1)契約資産及び契約負債の残高等

 （単位：百万円）

 前連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 4,145 4,239

契約負債 0 1
 

（注）契約負債は、連結貸借対照表において「その他」として表示しています。契約負債は主に顧客からの前受

金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。

(2)残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、

残存履行義務に関する情報を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれて

いない重要な金額はありません。
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当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

 (1)契約資産及び契約負債の残高等

 （単位：百万円）

 当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 4,239 3,947

契約負債 1 －
 

（注）契約負債は、連結貸借対照表において「その他」として表示しています。契約負債は主に顧客からの前受

金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。

(2)残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、

残存履行義務に関する情報を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれて

いない重要な金額はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、各拠点に製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品・サービスについて包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

当社は、2025年４月１日付で組織変更を実施し、経営管理区分を変更いたしました。これに伴い、当連結会計年

度の期首より、従来「その他」に含まれていたFUJI NIHON (Thailand) Co.,Ltd.の営む事業等を、「機能性素材事

業」セグメントに移管するとともに、「その他」セグメントに含まれていた収益の分解情報のうち、「パン類等」

につきまして、「機能性素材」セグメントの「機能性食品」に組み替えて表示しております。また、「その他」の

セグメント資産に含まれていました持分法適用関連会社Thai Wah Fuji Nihon Company Ltd.の投資有価証券を「糖

類」に組み替えて表示しております。

なお、当連結会計年度の期首よりセグメント名称を従来の「精糖事業」から、「糖類事業」に変更しておりま

す。当該変更は名称変更のみであり、セグメント情報に与える影響はありません。

各報告セグメントを構成する主要製品及びサービスは以下のとおりであります。

報告セグメント 主要製品及びサービス

糖類 精製糖、液糖、砂糖関連製品等

機能性素材 食品添加物、機能性食品素材、天然添加物素材等

不動産 不動産賃貸等
 

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
調整額
(注１)

連結
財務諸表
計上額
(注２)糖類

機能性
素材

不動産 計

売上高        

 精製糖、
 砂糖関連製品

13,807 － － 13,807 － － 13,807

 食品添加物 － 177 － 177 － － 177

 機能性食品 － 13,312 － 13,312 － － 13,312

 切花活力剤 － － － － 260 － 260

 顧客との契約から
 生じる収益

13,807 13,490 － 27,297 260 － 27,557

 その他の収益 － － 651 651 － － 651

　外部顧客への売上高 13,807 13,490 651 27,949 260 － 28,209

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

15 － 6 21 － △21 －

計 13,822 13,490 658 27,970 260 △21 28,209

セグメント利益 2,530 1,284 579 4,395 70 △1,233 3,232

セグメント資産 15,330 8,780 1,950 26,062 64 7,635 33,761

その他の項目        

　減価償却費 37 141 3 182 2 4 189

　減損損失 － 81 － 81 11 － 93

　持分法適用会社への
　投資額

3,850 11 － 3,862 － 1,455 5,317

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

27 167 0 195 0 － 196
 

(注) １　調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△1,233百万円は、各セグメントに配分していない全社費用であります。

なお、全社費用は、報告セグメントに帰属しない親会社の管理部門及び研究開発に係る一般管理費でありま

す。

(2) セグメント資産の調整額7,635百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主なもの

は、親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。

(3) 減価償却費の調整額４百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産の減価償却費であります。

(4) 持分法適用会社への投資額の調整額1,455百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産の投資有

価証券であります。

２　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

（単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
調整額
(注１)

連結
財務諸表
計上額
(注２)糖類

機能性
素材

不動産 計

売上高        

 精製糖、
 砂糖関連製品

13,444 － － 13,444 － － 13,444

 食品添加物 － 228 － 228 － － 228

 機能性食品 － 13,892 － 13,892 － － 13,892

 切花活力剤 － － － － 243 － 243

 顧客との契約から
 生じる収益

13,444 14,121 － 27,565 243 － 27,809

 その他の収益 － － 633 633 － － 633

　外部顧客への売上高 13,444 14,121 633 28,199 243 － 28,443

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

15 － 5 20 － △20 －

計 13,460 14,121 639 28,220 243 △20 28,443

セグメント利益 2,507 1,646 581 4,734 57 △1,238 3,554

セグメント資産 18,169 10,621 1,934 30,724 79 7,928 38,732

その他の項目        

　減価償却費 40 147 1 190 0 4 194

　減損損失 － － － － － － －

　持分法適用会社への
 投資額

4,083 11 － 4,094 － 1,452 5,547

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

29 1,003 － 1,033 3 147 1,183
 

(注) １　調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△1,238百万円は、各セグメントに配分していない全社費用であります。

なお、全社費用は、報告セグメントに帰属しない親会社の管理部門及び研究開発に係る一般管理費でありま

す。

(2) セグメント資産の調整額7,928百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主なもの

は、親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。

(3) 減価償却費の調整額４百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産の減価償却費であります。

(4) 持分法適用会社への投資額の調整額1,452百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産の投資有

価証券であります。

２　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

   (単位：百万円)

日本 タイ 韓国 合計

2,110 502 0 2,613
 

３ 主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

双日食料株式会社 11,046 精糖及び機能性素材
 

 
当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

   (単位：百万円)

日本 タイ 韓国 合計

2,284 1,139 0 3,424
 

３ 主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

双日食料株式会社 10,786 精糖及び機能性素材
 

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

　 該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

 該当事項はありません。

 

(イ) 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連
会社

太平洋製糖
株式会社

横 浜 市
鶴見区

1,950
精製糖の
製造

(所有)
直接　33.3

精製糖の加工
委託
資金の援助
債務保証
役員の兼任

債務保証
(注１)

87 ― ―

資金の貸付 520 短期貸付金 839

資金の回収 929 長期貸付金 1,583

利息の受取 34 ― ―

委託加工費等 1,646
買掛金 0

未払費用 133

関連
会社

DAY PLUS
(THAILAND)
Co.,Ltd.

タイ国
アユタ
ヤ県

(百万

バーツ)

180

 

パンの

製造販売

(所有)
直接　49.0

債務保証

役員の兼任

債務保証
(注１)

721 ― ―

 

(注) １　関連会社の行っている金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

２　取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 太平洋製糖㈱に対する貸付金については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は

期間５年、半年賦返済としております。

(2) 太平洋製糖㈱に対する委託加工費等については、他の委託先と同様の条件によっております。

(3) 太平洋製糖㈱に対する債務保証については、保証料を受領しておりません。

(4) DAY PLUS (THAILAND) Co.,Ltd. に対する債務保証については、保証料の市場実勢を勘案して料率を合理

的に決定しております。

 
 

当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連
会社

太平洋製糖
株式会社

横 浜 市
鶴見区

1,950
精製糖の
製造

(所有)
直接　33.3

精製糖の加工
委託
資金の援助
債務保証
役員の兼任

債務保証
(注１)

37 ― ―

資金の貸付 1,020 短期貸付金 863

資金の回収 839 長期貸付金 1,740

利息の受取 40 ― ―

委託加工費等 1,706
買掛金 ―

未払費用 144

関連
会社

DAY PLUS
(THAILAND)
Co.,Ltd.

タイ国
アユタ
ヤ県

(百万

バーツ)

180

 

パンの

製造販売

(所有)
直接　49.0

債務保証

役員の兼任

債務保証
(注１)

748 ― ―

 

(注) １　関連会社の行っている金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

２　取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 太平洋製糖㈱に対する貸付金については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は

期間５年、半年賦返済としております。

(2) 太平洋製糖㈱に対する委託加工費等については、他の委託先と同様の条件によっております。

(3) 太平洋製糖㈱に対する債務保証については、保証料を受領しておりません。

(4) DAY PLUS (THAILAND) Co.,Ltd. に対する債務保証については、保証料の市場実勢を勘案して料率を合理

的に決定しております。
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(ウ) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社
の子会社

双日食料
株式会社

東京都
港区

412 食料品商社

(被所有)
直接　1.6
 
 

当社の販売代
理店及び原料
糖の仕入先

商品及び製品
の販売

11,046 売掛金 1,157

原料糖の購入 6,109 買掛金 72

運賃等 24 未払費用 53

 

(注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 商品及び製品の販売に係る価格その他の取引条件は、他の代理店と同様の条件によっております。

(2) 原料糖の購入については、国内及び海外の粗糖定期相場に基づいてその価格を決定しております。

(3) 運賃等他の取引条件は、他の代理店と同様の条件によっております。

 
当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社
の子会社

双日食料
株式会社

東京都
港区

412 食料品商社

(被所有)
直接　1.6
 
 

当社の販売代
理店及び原料
糖の仕入先

商品及び製品
の販売

10,786 売掛金 1,099

原料糖の購入 4,419 買掛金 54

運賃等 23 未払費用 53

 

(注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 商品及び製品の販売に係る価格その他の取引条件は、他の代理店と同様の条件によっております。

(2) 原料糖の購入については、国内及び海外の粗糖定期相場に基づいてその価格を決定しております。

(3) 運賃等他の取引条件は、他の代理店と同様の条件によっております。
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２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

　　　　該当事項はありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

当連結会計年度において、重要な関連会社は太平洋製糖株式会社及びThai Wah Fuji Nihon Company Ltd.であ

り、両社の財務諸表を合算して作成した要約財務情報は以下のとおりであります。

 

  前連結会計年度  当連結会計年度   

  (百万円)  (百万円)   

       

流動資産合計  1,593  2,545   

固定資産合計  15,491  15,995   
       

流動負債合計  4,438  5,180   

固定負債合計  5,566  5,778   
       

純資産合計  7,083  7,582   
       

売上高  4,408  7,098   

税引前当期純利益  141  111   

当期純利益  82  100   
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(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり純資産額 464.45円 543.88円

１株当たり当期純利益金額 53.70円 62.77円
 

(注) １．当社は、2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。そのため、前連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額を

算定しております。

　　２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３. １株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前連結会計年度

(2025年３月31日)

当連結会計年度

(2026年３月31日)

 (算定上の基礎)   
 純資産の部の合計額(百万円) 23,874 27,944

 純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 46 43

　（うち非支配株主持分（百万円）） (46) (43)

 普通株式に係る期末の純資産額（百万円) 23,827 27,900

 １株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数（千株）
51,302 51,300

 

 

項目
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当連結会計年度

(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

 (算定上の基礎)   
 親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 2,845 3,220

 普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　当期純利益（百万円)

2,845 3,220

 普通株式の期中平均株式数（千株） 52,996 51,302
 

 

(重要な後発事象)

(重要な設備投資)

　当社は、2026年２月開催の取締役会において下記の固定資産取得及び新規事業所開設計画を決議し、2026年４

月に工事契約を締結しました。

１．固定資産の取得及び新規事業所開設計画の目的

　当社グループは、「食を科学し、世界をパワフルに」のパーパスのもと、長期ビジョン「NEXT VISION

2040」において、世界で闘うフードサイエンス企業を目指しております。

　この度、経営資源の最適配置、経営効率向上の一環として、サステナブルな製造・営業・物流・研究開

発・品質保証の拠点設置を目指すとともに、世界市場への挑戦を見据えた日本におけるマザー工場・研究開

発の機能を有する拠点設置を目指し、新たな事業所の開設を予定しております。

２．取得資産の内容

　　（１）事業所名称　　　　　　　フジ日本株式会社島田事業所

　　（２）所在地　　　　　　　　　島田市横井四丁目5809番地４

　　（３）資産の内容　　　　　　　土地及び建物、工具器具備品

　　（４）取得価額総額　　　　　　36億円(予定)

３．取得日程

   （１）取締役会決議日　　　　　2026年２月27日
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　　（２）事業所用地取得完了　　　2026年４月13日

　　（３）工事契約締結日　　　　　2026年４月13日

４.今後の業績に与える影響

　　　2027年３月期の業績に重要な影響はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,158 1,693 1.6 －

１年以内に返済予定の長期借入金 312 312 1.3 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

2,348 2,928 1.9
    2026年６月～
    2035年12月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

－ － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 4,818 4,933 － －
 

(注) １．「平均利率」については、当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額
 

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

463 561 561 249
 

 
 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規

定により記載を省略しております。

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 

  中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高 （百万円） 14,180 28,443

税金等調整前
中間(当期)純利益 （百万円） 2,129 4,291

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益 （百万円） 1,522 3,220

１株当たり
中間(当期)純利益

（円） 29.67 62.77
 

(注) 当社は、2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。そのため、当連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり中間純利益金額を算定しております。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,392 5,151

  受取手形 6 6

  売掛金 ※1  1,656 ※1  1,522

  商品及び製品 864 856

  仕掛品 101 84

  原材料及び貯蔵品 1,373 1,491

  前払費用 64 62

  短期貸付金 ※1  954 ※1  885

  リース投資資産 469 463

  その他 ※1  103 ※1  60

  貸倒引当金 △1 △2

  流動資産合計 9,985 10,584

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 134 125

   構築物（純額） 22 20

   機械及び装置（純額） 30 86

   車両運搬具（純額） 2 8

   工具、器具及び備品（純額） 32 33

   土地 ※2  1,783 ※2  1,783

   建設仮勘定 7 105

   有形固定資産合計 2,013 2,163

  無形固定資産   

   借地権 1 －

   施設利用権 1 1

   ソフトウエア 13 19

   ソフトウエア仮勘定 － 21

   無形固定資産合計 16 42

  投資その他の資産   

   投資有価証券 5,863 7,812

   関係会社株式 5,024 5,112

   長期貸付金 ※1  1,988 ※1  2,123

   前払年金費用 175 200

   その他 196 196

   貸倒引当金 △3 △2

   投資その他の資産合計 13,244 15,443

  固定資産合計 15,274 17,649

 資産合計 25,259 28,233
 

 

EDINET提出書類

フジ日本株式会社(E00360)

有価証券報告書

 91/117



 

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※1  417 ※1  419

  短期借入金 450 450

  １年内返済予定の長期借入金 312 312

  未払金 7 21

  未払費用 ※1  428 ※1  457

  未払法人税等 464 471

  未払消費税等 96 57

  前受金 47 46

  預り金 19 18

  賞与引当金 62 70

  流動負債合計 2,305 2,325

 固定負債   

  長期借入金 1,248 936

  繰延税金負債 1,113 1,750

  長期預り保証金 ※1，※2  527 ※1，※2  510

  資産除去債務 21 22

  その他 2 －

  固定負債合計 2,912 3,218

 負債合計 5,218 5,544

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,524 1,524

  資本剰余金   

   資本準備金 2,366 2,366

   資本剰余金合計 2,366 2,366

  利益剰余金   

   利益準備金 334 334

   その他利益剰余金   

    研究開発積立金 100 100

    別途積立金 12,490 12,490

    繰越利益剰余金 735 2,010

   利益剰余金合計 13,660 14,935

  自己株式 △16 △16

  株主資本合計 17,534 18,809

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 2,506 3,879

  評価・換算差額等合計 2,506 3,879

 純資産合計 20,041 22,688

負債純資産合計 25,259 28,233
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
　至 2026年３月31日)

売上高 ※1  16,198 ※1  15,971

売上原価 ※1  11,756 ※1  11,462

売上総利益 4,441 4,508

販売費及び一般管理費 ※2  2,495 ※2  2,568

営業利益 1,946 1,940

営業外収益   

 受取利息 48 52

 受取配当金 311 437

 為替差益 2 1

 貸倒引当金戻入益 34 0

 その他 45 46

 営業外収益合計 ※1  441 ※1  539

営業外費用   

 支払利息 5 24

 その他 5 14

 営業外費用合計 10 38

経常利益 2,377 2,441

特別利益   

 固定資産売却益 49 0

 投資有価証券売却益 378 518

 ゴルフ会員権売却益 40 －

 特別利益合計 468 518

特別損失   

 固定資産売却損 235 －

 固定資産除却損 ※3  1 ※3  －

 減損損失 ※4  71 ※4  －

 投資有価証券売却損 5 －

 投資有価証券評価損 52 0

 子会社株式評価損 24 －

 子会社株式売却損 － 11

 特別損失合計 391 11

税引前当期純利益 2,454 2,947

法人税、住民税及び事業税 668 795

法人税等調整額 △11 5

法人税等合計 657 800

当期純利益 1,797 2,146
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【売上原価明細書】

 

  
前事業年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　(製品売上原価明細）      

Ⅰ 材料費  8,673 81.2 8,165 79.8

Ⅱ 労務費  71 0.7 65 0.6

Ⅲ  経費  1,941 18.1 1,999 19.6

    当期総製造費用  10,686 100.0 10,230 100.0

   期首仕掛品棚卸高  114  101  

合計  10,800  10,332  

   期末仕掛品棚卸高  101  84  

　　当期製品製造原価  10,698  10,248  

　 期首製品棚卸高  476  478  

          合計  11,175  10,726  

   期末製品棚卸高  478  462  

　 他勘定振替  47  52  

　　当期製品売上原価  10,649  10,211  

      

　(商品売上原価明細）      

　　期首商品棚卸高  294  386  

　　当期商品仕入高  1,186  1,246  

　　　　　　合計  1,480  1,633  

   期末商品棚卸高  386  394  

　　他勘定振替高  47  43  

　　当期商品売上原価  1,046  1,195  

      

　(不動産売上原価明細）      

　　維持管理費  1  2  

　　租税公課  54  51  

　　減価償却費  3  1  

　　当期不動産売上原価  60  55  

      

　　当期売上原価  11,756  11,462  
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2024年４月１日　至 2025年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 1,524 2,366 52 2,419

当期変動額     

剰余金の配当     

別途積立金の積立     

当期純利益     

自己株式の取得     

自己株式の処分   22 22

自己株式の消却   △1,926 △1,926

利益剰余金から資本剰

余金への振替
  1,851 1,851

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 － － △52 △52

当期末残高 1,524 2,366 － 2,366
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
研究開発積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 334 100 11,790 2,349 14,574

当期変動額      

剰余金の配当    △859 △859

別途積立金の積立   700 △700 －

当期純利益    1,797 1,797

自己株式の取得      

自己株式の処分      

自己株式の消却      

利益剰余金から資本剰

余金への振替
   △1,851 △1,851

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － － 700 △1,613 △913

当期末残高 334 100 12,490 735 13,660
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △717 17,800 3,280 3,280 21,081

当期変動額      

剰余金の配当  △859   △859

別途積立金の積立  －   －

当期純利益  1,797   1,797

自己株式の取得 △1,233 △1,233   △1,233

自己株式の処分 7 29   29

自己株式の消却 1,926 －   －
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利益剰余金から資本剰

余金への振替
 －   －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  △774 △774 △774

当期変動額合計 700 △266 △774 △774 △1,040

当期末残高 △16 17,534 2,506 2,506 20,041
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 当事業年度(自 2025年４月１日　至 2026年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 1,524 2,366 － 2,366

当期変動額     

剰余金の配当     

別途積立金の積立     

当期純利益     

自己株式の取得     

自己株式の処分     

自己株式の消却     

利益剰余金から資本剰

余金への振替
    

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 － － － －

当期末残高 1,524 2,366 － 2,366
 

 

 

株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
研究開発積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 334 100 12,490 735 13,660

当期変動額      

剰余金の配当    △872 △872

別途積立金の積立     －

当期純利益    2,146 2,146

自己株式の取得      

自己株式の処分      

自己株式の消却      

利益剰余金から資本剰

余金への振替
     

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － － － 1,274 1,274

当期末残高 334 100 12,490 2,010 14,935
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △16 17,534 2,506 2,506 20,041

当期変動額      

剰余金の配当  △872   △872

別途積立金の積立  －   －

当期純利益  2,146   2,146

自己株式の取得 △0 △0   △0

自己株式の処分  －   －

自己株式の消却  －   －

利益剰余金から資本剰

余金への振替
 －   －
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株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  1,373 1,373 1,373

当期変動額合計 △0 1,274 1,373 1,373 2,647

当期末残高 △16 18,809 3,879 3,879 22,688
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

(2) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっておりま

す。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法によっております。

３　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　(1) 商品、製品、仕掛品、原材料

　　 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　(2) 貯蔵品

　　 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については定額法、その他の有形固定資産については定率法によっております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　13～50年

機械及び装置　　　　５～10年

工具、器具及び備品　５～10年

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、自社利用のソフトウエア５年であります。

５　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法によっております。

６　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

(イ)　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

(ロ)　数理計算上の差異の処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より損益処理することとしております。
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７　収益及び費用の計上基準

(イ)収益の認識方法

当社は、顧客との契約に含まれる別個の財又はサービスを認識し、これを取引単位として履行義務を識別して

おります。

履行義務の識別に当たっては、本人か代理人かの検討を行い、自らの履行義務の性質が、特定された財又は

サービスを移転する前に支配し自ら提供する履行義務である場合には、本人として収益を対価の総額で損益計算

書に表示しており、特定された財又はサービスが他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である

場合には、代理人として収益を手数料又は報酬の額もしくは対価の純額で損益計算書に表示しております。

取引価格は、約束した財又はサービスの顧客への移転と交換に当社が権利を得ると見込んでいる対価の金額で

あり、当社が第三者のために回収する額を除いております。また、顧客から取引の対価は、財又はサービスを顧

客に移転する時点から概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

(ロ)主な取引における収益の認識

　　①商品及び製品販売に係る収益

当社では、精製糖及び液糖、食品添加物、切花活力剤、機能性食品素材などの販売を行っております。これら

商品及び製品販売に係る収益については、引き渡し時点において、顧客が当該商品や製品に対する支配を獲得、

履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

②サービス及びその他の販売に係る収益

サービス及びその他の販売に係る収益には、不動産事業における不動産賃貸収入、受託加工などの収益が含ま

れております。顧客へ移転することを約束したサービスの識別を行い、個別に会計処理される履行義務を識別

し、履行義務が要件を満たす場合に限り、その基礎となるサービスの履行義務の充足を一時点又は一定期間にわ

たり認識しております。

なお、これら収益は、顧客との契約において約束された対価、値引、割戻、その他顧客から受領する別個の財

又はサービスと交換に支払われるものでないと判断された対価を控除した金額で測定しております。

８　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については振当処理により、特例処理の要件を満たしている金

利スワップについては特例処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

a　ヘッジ手段：為替予約取引

ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務

b　ヘッジ手段：金利スワップ取引

ヘッジ対象：借入金の利息

(3) ヘッジ方針

主として原料糖の輸入取引に係る為替変動リスクを回避するために、外貨建金銭債権債務の残高の範囲内で、ま

た、借入金の金利変動リスクを回避するために、借入金残高の範囲内で、それぞれヘッジ取引を行っております。

また、デリバティブ取引の利用に当たっては、当社のデリバティブ管理規程に従い行っております。

なお、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変

動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両

者の変動額等を基礎として判断しております。

なお、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、その判定をもって有効性の評価を省略し

ております。

９　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異

なっております。

 
(重要な会計上の見積り)

機能性素材事業におけるイヌリン商品及び製品の評価

１.当事業年度の財務諸表に計上した金額
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 前事業年度 当事業年度

商品及び製品 385百万円 395百万円
 

なお、当該商品及び製品について在庫評価損は計上しておりません。

２．見積りの内容について財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

　①見積方法

　機能性食品素材として販売しているイヌリン商品及び製品は、設定されている賞味期限内で予定販売数量を用

いて販売可能性を評価しております。見積りに用いる予定販売数量は、取締役会にて承認された翌事業年度の販

売計画を基礎としております。

　　②主要な仮定

　販売可能性の評価に用いられる予定販売数量は、機能性食品市場の需要見込みや類似機能を有する競合商品

の　販売開発状況等の一定の仮定に基づいて作成され、当該仮定は主観性を伴うものであります。

 ③影響

　見積りにおいて用いた仮定が、将来の不確実性な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事業

年度の財務諸表において、追加の損失が発生する可能性があります。

 
(会計方針の変更)

　該当事項はありません。
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(表示方法の変更)

（貸借対照表関係）

　　　前事業年度において独立掲記しておりました「出資金」は、金額的重要性が乏しいため当事業年度より「投資そ

の他の資産」の「その他」に含めております。また、「投資その他の資産」の「その他」に含めておりました「前

払年金費用」は、金額的重要性が増したため当事業年度より独立掲記しております。

　　　この結果、前事業年度の貸借対照表において「投資その他の資産」の「その他」に表示していました371百万円

は、「前払年金費用」175百万円、「その他」196百万円として組み替えています。

 
 
 
 
(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

短期金銭債権 1,309百万円 1,238百万円

長期金銭債権 1,988 2,123 

短期金銭債務 246 279 

長期金銭債務 1 0 
 

 
※２　担保に供している資産及び担保に係る債務

借主に対する敷金返還義務

(担保に供している資産)

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

土地 145百万円 145百万円
 

 
(対応債務)

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

長期預り保証金 57百万円 57百万円
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　３ 偶発債務

　次の関係会社について、金融機関等からの借入などに対し債務保証を行っております。

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.
(外貨建)

572百万円
(130百万バーツ)

1,409百万円
(290百万バーツ)

 

FUJI NIHON (Thailand) Co., Ltd.
(外貨建)

1,100百万円
(250百万バーツ)

1,215百万円
(250百万バーツ)

DAY PLUS (THAILAND) Co.,Ltd.
(外貨建)

721百万円
(164百万バーツ)

748百万円
(154百万バーツ)

太平洋製糖㈱ 87百万円 37百万円

精糖工業会 23百万円 11百万円
 

　（注）精糖工業会は、前事業年度は他社合併により３社による連帯保証であります。当事業年度は、新たに他社

１社が加わり当社を含め４社による連帯保証であります。債務保証の総額は、前事業年度が71百万円、

当事業年度は47百万円であります。

 
(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

(1) 営業取引     
　　　売上高 3,097百万円 2,970百万円

　　　仕入高等 2,922 3,373 

(2) 営業取引以外 173 226 
 

 
※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度30％、当事業年度32％であり、一般管理費に属する費用のお

およその割合は前事業年度70％、当事業年度68％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

貸倒引当金繰入額 0百万円 0百万円

運賃 601 660 

役員報酬 98 95 

執行役員報酬 132 122 

給料手当 384 498 

減価償却費 47 49 

賞与引当金繰入額 56 67 

退職給付費用 5 4 

租税公課 82 74 
 

 
※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

建物 1百万円 －百万円
機械及び装置 0 － 

車両運搬具 0 － 

計 1 － 
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※４　減損損失

前事業年度(自　2024年４月１日 至　2025年３月31日)

　当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類

静岡県静岡市 食品添加物生産設備 建物及び構築物等

静岡県静岡市 機能性食品一般設備 建物及び構築物等

静岡県静岡市 切花活力剤生産設備 建物及び構築物等
 

当社は、会社又は管理会計上の区分に基づいて事業用資産をグルーピングしております。

当社の一部の事業用資産について、事業活動から生ずる収益が継続してマイナスまたは継続してマイナス

となる見込みであることから、各資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失(71百万円）として特別損失に計上しました。なお、当該資産の回収可能価額はゼロとして算定しておりま

す。

　　 減損損失の内訳は、以下のとおりであります。

種類 金額(百万円)

建物及び構築物    60

機械装置及び運搬具 6

その他（有形固定資産）     3

その他（無形固定資産）     1

計    71
 

 

当事業年度(自　2025年４月１日 至　2026年３月31日)

　該当事項はありません。

 
(有価証券関係)

前事業年度(2025年３月31日)

子会社株式 3,778百万円及び関連会社株式 1,114百万円（貸借対照表計上額）は、市場価格のない株式等のた

め、時価を記載しておりません。

 
当事業年度(2026年３月31日)

子会社株式 3,752百万円及び関連会社株式 1,114百万円（貸借対照表計上額）は、市場価格のない株式等のた

め、時価を記載しておりません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

繰延税金資産     

 賞与引当金 19百万円 22百万円

 未払事業税 24 21 

　棚卸資産評価損 0 0 

 貸倒引当金 1 1 

 投資有価証券評価損 24 29 

 関係会社株式評価損 361 361 

 関係会社株式売却損 ― 11 

 減損損失 24 21 

 資産除去債務 6 6 

 その他 24 17 

繰延税金資産小計 487 493 

評価性引当額小計 △393 △397 

繰延税金負債との相殺 △94 △96 

繰延税金資産合計 － － 

     

繰延税金負債     

 その他有価証券評価差額金 △1,152 △1,783 

 資産除去債務 △0 － 

 その他 △55 △63 

繰延税金負債の合計 △1,207 △1,847 

繰延税金資産との相殺 94 96 

繰延税金負債の純額 △1,113 △1,750 
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

法定実効税率 30.6％ 30.6％

(調整)     

 交際費等永久に損金に
 算入されない項目

0.2 0.1 

 受取配当金等永久に益金に
 算入されない項目

△1.5 △2.6 

　試験研究費に係る税額控除 △0.6 △0.6 

　人材確保等促進税制 △1.0 △0.7 

 住民税均等割 0.1 0.2 

 評価性引当額の増減 △0.3 0.1 

　税率変更による差異 △0.4 △0.0 

 その他 △0.2 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

26.8 27.2 
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」

に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

　(単位：百万円)

資産の種類
期首帳簿
価額

当期増加額 当期減少額 当期償却額
期末帳簿
価額

減価償却
累計額

期末取得
原価

有形固定資産        

　建物 134 3 － 13 125 520 645

　構築物 22 － － 2 20 113 134

　機械及び装置 30 67 － 11 86 408 494

　車両運搬具 2 8 － 2 8 16 25

　工具、器具及び備品 32 22 0 21 33 298 332

　土地 1,783 － － － 1,783 － 1,783

 建設仮勘定 7 98 － － 105 － 105

有形固定資産計 2,013 200 0 50 2,163 1,357 3,521

無形固定資産        

　借地権 1 － 1 － － － －

　施設利用権 1 － － － 1 － －

　ソフトウエア 13 11 － 6 19 － －

　ソフトウェア仮勘定 － 21 － － 21 － －

無形固定資産計 16 33 1 6 42 － －
 

（注）当期増加額のうち主なものは、以下のとおりであります。

 機械装置  全自動包装機  28　百万円

 機械装置  粉末混合加工設備  17

 機械装置  疑似移動床システム  9

 工具器具備品  太平洋製糖向けプラスチックパレット  5

 工具器具備品  HPサーバー  11

 ソフトウェア  勘定奉行クラウドERPクラウド関連一式  6

 建設仮勘定  島田事業所新築工事 土地売買契約手付金  58

 建設仮勘定  島田事業所設計及び管理業務費用  23

 建設仮勘定  島田事業所新築工事に伴う地盤調査  2

 建設仮勘定  スティックフィルム包装機  15

 ソフトウェア仮勘定  新基幹システム開発  21
 

 
【引当金明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 4 4 4 4

賞与引当金 62 70 62 70
 

 
(2) 【主な資産及び負債の内容】

　　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
売渡し

 

　　取扱場所
（特別口座）
東京都府中市日鋼町一丁目１番　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

　当社の公告方法は、電子公告としております。ただし、事故その他やむを得ない事
由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載し
ております。
　なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとお
りであります。
　https：//www.fuji-nihon.com

株主に対する特典

 毎年９月末現在の株主名簿に記録された株主に対し、所有株式数に応じて自社製品
を下記のとおり贈呈いたします。
優待内容　①100株以上保有の株主に、500円相当のＱＵＯカードを贈呈
　　　　　②200株以上保有の株主に、1,000円相当の自社製品を贈呈
　　　　　③400株以上保有の株主に、2,000円相当の自社製品を贈呈
　　　　　④600株以上保有の株主に、3,000円相当の自社製品を贈呈
　　　　　⑤1,000株以上保有の株主に、5,000円相当の自社製品を贈呈
　　　　　⑥2,000株以上保有の株主に、10,000円相当の自社製品を贈呈

 

(注)１ 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

　　　　　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

株主の有する株式数に応じて募集株式または募集新株予約権の割当を受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(１) 有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書

事業年度 第102期(自2024年４月１日 至2025年３月31日)2025年６月20日関東財務局長に提出。

(２) 内部統制報告書

事業年度 第102期(自2024年４月１日 至2025年３月31日)2025年６月20日関東財務局長に提出。

(３) 半期報告書、半期報告書の確認書

第103期中(自2025年４月１日 至2025年９月30日)2025年11月10日関東財務局長に提出。

(４) 臨時報告書

　① 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づく

臨時報告書　2025年６月20日関東財務局長に提出。

　② 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４(監査公認会計士等の異動）の規定に基づく臨時報告

書　2026年５月21日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 
2026年６月22日

 
 

フジ日本株式会社

取締役会　御中
 
 

 

有限責任監査法人　トーマツ

       東 京 事 務 所
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 箕　　輪　　恵　美　子  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 片　　山　　行　　央  

 

 
＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るフジ日本株式会社の2025年4月1日から2026年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フ

ジ日本株式会社及び連結子会社の2026年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び

連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

EDINET提出書類

フジ日本株式会社(E00360)

有価証券報告書

111/117



 

機能性素材事業におけるイヌリン商品及び製品、並びに仕掛品の評価

（【注記事項】（重要な会計上の見積り））

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載のとお

り、当連結会計年度末の連結貸借対照表には、会社及び

タイの子会社であるFuji Nihon Thai Inulin Co., Ltd.

が保有する、機能性素材セグメントのイヌリン商品及び

製品601百万円並びに仕掛品43百万円が計上されてお

り、商品及び製品残高の18.7%、仕掛品残高の33.7%を占

めている。

　会社の主たるビジネスは精糖事業であるが、日本国内

の砂糖の消費量は減少傾向が続いている。これは、消費

者の健康志向の高まりが要因のひとつと考えられ、今後

国内需要が著しく拡大することは想定しにくい。このよ

うな市場環境において、会社は長期経営計画「NEXT

VISION 2040」を立案し機能性素材事業を新たな事業の

柱として捉えている。その中で、イヌリン商品及び製品

は機能性食品素材のうち、会社が注力する商品及び製品

のひとつである。

　日本で保有する機能性食品向けに販売されているイヌ

リン商品及び製品は賞味期限が設定されており、当該賞

味期限内での販売可能性を評価した結果、在庫評価損を

計上していない。他方、タイで保有する同商品及び製品

並びに仕掛品については、販売可能性を評価した結果、

正味実現可能価額まで減額、評価損を計上している。

　販売可能性の評価に用いられる予定販売数量は、機能

性食品市場の需要見込みや類似機能を有する競合商品の

開発状況等の一定の仮定に基づいて作成され、当該仮定

は主観性を伴うものである。

　イヌリン商品及び製品並びに仕掛品の評価は、連結財

務諸表における金額的重要性、及び経営者による予定販

売数量の見積りに主観性を伴うものであり、判断による

影響が大きいことを考慮し、当監査法人は当該事項を監

査上の主要な検討事項であると判断した。

 

　当監査法人は、イヌリン商品及び製品並びに仕掛品に

対する評価の合理性を検討するため、主に以下の監査手

続を実施した。なお、Fuji Nihon Thai Inulin Co.,

Ltd.については、構成単位の監査人へ監査手続を指示す

るとともに期中のコミュニケーションをはかり、実施し

た手続結果について監査調書を査閲した。

(1) 内部統制の評価

　在庫評価に関連する内部統制の整備・運用状況の有効

性を評価した。評価にあたっては、将来のイヌリン商品

及び製品の予定販売数量について、不合理な仮定が採用

されることを防止又は発見するために実施している、イ

ヌリン商品及び製品の販売計画の検討と承認に係る内部

統制に焦点を当てた。

(2) 在庫評価の合理性の評価

　当連結会計年度において見積られた正味実現可能価額

について、期末日前後の受注実績等を閲覧し、販売単価

等と比較した。また、正味実現可能価額及び評価損につ

いて、再計算を実施した。

　販売可能性評価の基礎となる賞味期限の正確性を検証

するため、基幹システムに記録された賞味期限が、その

算定の基礎となる製造日付や輸入日付と整合しているこ

とを確かめた。なお、当監査法人内のIT専門家と連携

し、会社の関連する基幹システムのIT全般統制につい

て、整備・運用状況の有効性を評価した。

　過年度における予定販売数量の見積りとその後の販売

数量の実績とを比較し、その差異原因について検討する

ことで、経営者による見積りの精度を評価した。そのう

えで、当連結会計年度末におけるイヌリン商品及び製品

の予定販売数量の合理性を評価するため、将来の予定販

売数量の合理性に関して、イヌリン事業の管理責任者へ

の質問、機能性食品市場の需要動向との比較検討と感応

度分析等の手続を実施した。

 
 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連

結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手

した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及

び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、フジ日本株式会社の2026年3月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、フジ日本株式会社が2026年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務

諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施

する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択

及び適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての

内部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため

に、内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責

任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(3)【監査の状

況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

　
 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

　

2026年６月22日
 

 

フジ日本株式会社

取締役会　御中
 
 

 

有限責任監査法人　トーマツ

       東 京 事 務 所
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 箕　　輪　　恵　美　子　 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 片　　山　　行　　央  

 

 
＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るフジ日本株式会社の2025年4月1日から2026年3月31日までの第103期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フジ日

本株式会社の2026年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
機能性素材事業におけるイヌリン商品及び製品の評価

【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載のとおり、当事業年度末の貸借対照表には、日本国内において保有す

る機能性素材セグメントのイヌリン商品及び製品395百万円が計上されている。当該事項について、監査人が監査上の

主要な検討事項と決定した理由及び監査上の対応は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討

事項（機能性素材事業におけるイヌリン商品及び製品、並びに仕掛品の評価）と同一内容であるため、記載を省略して

いる。
 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以 上

　
 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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